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青森市立児童館（浪岡地区）指定管理者募集要項 

 

 青森市では、浪岡地区の青森市立児童館（以下「児童館」という。）を効果的・効率的に管理運

営するため、地方自治法第 244 条の 2第 3項の規定に基づき、同施設の指定管理者を募集します。 

 児童館の指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定める本募集要項及び青森市立児

童館（浪岡地区）指定管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）に則り、指定管理者指定申請書

に事業計画書など必要な書類を添えて提出してください。 

 

１ 施設概要等  

（１）名称・所在地・面積・構造等 「仕様書」参照 

（２）設置目的 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に基づく児童厚生施設であり、児童に健

全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊かにすることを目的とします。 

（３）令和 6年度及び令和 7年度の事業活動 （別添） 

 

２ 管理の基準  

（１）開館時間 

・平日 午前 9時から午後 6時まで （王余魚沢児童館は、午後 2時から午後 6時まで） 

  ・土曜日及び学校休業日（春、夏、冬休み等） 

午前 8時から午後 6時まで 

ただし、開館時間については、児童館事業の実施に応じて、市と協議の上、変更すること

ができます。 

（２）休館日 

・日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日 

・年末年始（12 月 29 日から翌年 1月 3日まで） 

ただし、休館日については、児童館事業の実施に応じて、市と協議の上、変更することが

できます。 

（３） 法令等の遵守 

  業務を遂行する上で、以下の法令等を遵守してください。 

① 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号） 

  ② 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号） 

③  児童館の設置運営について（平成 2年 8月 7日厚生省発児第 123 号・児発第 967 号） 

  ④ 児童館ガイドライン（令和 6年 12 月 3 日こ成環第 300 号） 

⑤ 青森市児童福祉施設の設置及び管理に関する条例（平成 17 年青森市条例第 117 号） 

  ⑥ 青森市児童館規則（平成 17 年青森市規則第 78 号） 

  ⑦ 青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成 17 年青森市条例第

30 号） 

  ⑧ 青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成 17 年青森市

規則第 23 号） 
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  ⑨ 青森市指定管理者制度導入基本方針 

  ⑩ 青森市情報公開条例（平成 17 年青森市条例第 26 号） 

  ⑪ 青森市暴力団排除条例（平成 23 年青森市条例第 33 号） 

  ⑫ 青森市中小企業振興基本条例（平成 24 年青森市条例第 63 号） 

  ⑬ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

  ⑭ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 条）ほか労

働法令 

  ⑮ 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

⑯ その他指定管理業務を行うに当たり遵守すべき法令等 

 

３ 管理業務の範囲  

 管理業務の範囲は、以下のとおりとします。 

（１）全施設の一体的な運営に関する業務 

（２）全施設・設備の一体的な維持管理に関する業務 

（３）施設の設置目的達成に必要な事業の実施に関する業務 

※詳細については、「仕様書」を参照してください。 

 

４ 指定期間  

令和 8年 4月 1日から令和 13 年 3 月 31 日まで（5年間） 

 

５ 公募スケジュール等  

（１）募集要項等の配布 

期  間 令和 7年 8月 1日（金）から令和 7年 9月 1日（月）まで 

（ただし、土・日曜日、祝日を除く、午前 8時 30 分から午後 6時まで） 

  配布場所 青森市役所浪岡庁舎 1階 健康福祉課 

  ※市ホームページからもダウンロードできます。 

（２）説明会の開催 

  日  時 令和 7年 8月 12 日（火） 午後 2時から（1～2時間程度） 

  開催場所 青森市役所浪岡庁舎 2階 中会議室 

  ※参加希望者は令和7年8月1日（金）から令和7年8月8日（金）までに浪岡振興部健康福祉課

まで説明会申込書（様式8号）を提出してください。（郵送、FAX、電子メール可、ただし、

直接持参の場合は、午前8時30分から午後6時まで） 

（３）募集要項等に関する質問の受付等 

  受付期間 令和 7年 8月 12 日（火）から令和 7年 8月 18 日（月）まで 

（ただし、土・日曜日を除く、午前 8時 30 分から午後 6時まで） 

  受付方法 質問書（様式 7号）により浪岡振興部健康福祉課に提出してください。 

       電話、口頭での質問は受け付けません。 

  回答方法 令和 7年 8月 25 日（月）までに説明会出席団体及び募集要項配布団体に対し、郵
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送、FAX 又は電子メールにて回答します。また、回答は市ホームページにも掲載

します。 

        なお、申請書等を市ホームページからダウンロードした団体で、説明会に出席

できない団体は、事前に連絡してください。 

※受付期間を過ぎた質問事項については、原則、お答えすることができませんの

で留意してください。 

（４）申請書等の受付 

  受付期間 令和 7年 8月 26 日（火）から令和 7年 9月 1日（月）まで 

（ただし、土・日曜日を除く、午前 8時 30 分から午後 6時まで） 

  提出方法 浪岡振興部健康福祉課に直接持参してください。 

  ※応募内容等については、ヒアリングをさせていただく場合があります。 

 

６ 選定等のスケジュール（予定） 

（１）指定管理者候補者選定に係る審査 

令和 7年 10 月中旬から順次開催します。 

（２）選定結果の通知 

令和 7年 10 月下旬を目途に審査結果を郵送で通知します。 

（３）指定議案の提案 

令和 7年 12 月議会に提案します。 

（４）指定の通知 

令和 7年 12 月議会での議決後、文書にて通知します。 

（５）協定の締結 

指定管理業務開始前までに締結します。 

 

７ 応募資格  

法人その他の団体で、次の（１）～（１０）のすべての要件を満たす者とします。また、共同

企業体で応募する場合には、【複数の団体で施設の管理運営を行う場合】の要件も満たすこと。 

（１）指定期間中、施設を安定して管理運営できる団体であること。（法人格の有無は問わない） 

直近の３事業年度のうち、一度でも債務超過（貸借対照表のうち「純資産の部」の合計額

がマイナスとなっている状態）がないこと。（指定期間中、施設を安定して管理運営できる

団体を選定する観点から、一度でも債務超過がある団体については、応募資格がないもの

としています。） 

（２）青森市内に事務所等の活動拠点を有すること。 

（３）本市の市税、法人税、消費税及び地方消費税が未納でないこと。 

（４）施設を管理するに当たって必要な資格や免許等を有していること。 

（５）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参加者の

資格）の規定に該当しないこと。 

（６）本市から指名停止措置を受けていないこと。 
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（７）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがないこと。

（本市の取消しに限定しない） 

（８）地方自治法第９２条の２（議員の兼業禁止）、第１４２条（長の兼業禁止）、第１８０条の

５第６項（委員の兼業禁止）又は第２５２条の２８第３項第１２号（外部監査委員の兼業

禁止）の規定中、「請負」を「請負（指定管理者に係る業務を含む。）」とみなした場合に、

その規定に抵触しないこと。 

（９）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等の

規定に基づき更生又は再生手続きをしていないものであること。 

（10）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第１項第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を

含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にない

団体であること。 

【複数の団体で施設の管理運営を行う場合】 

・共同企業体（※）で応募すること。 

・当該共同企業体の構成員のいずれかは市内に本店を有する者であること。 

※共同企業体とは、公の施設の管理及び運営に関する業務を共同で行うことを目的として、

法人又は団体による任意の組み合わせで構成された団体をいいます。 

（構成員の責任の明確化） 

共同企業体は法人格を持たず、その権利義務は、原則として全構成団体に帰属しており、

対外的な法律行為についても原則的には全構成団体の名で行うものとします。共同企業体

には代表者を設け、共同企業体を代表して対外的な折衝にあたるほか、施設の管理運営に

係る主導的な役割を担う等、重要な権限と義務を担保させることとします。 

（構成員の変更等に伴う対応） 

構成員の脱退や除名といった変更については、止むを得ない理由を除き、原則禁止とし

ます。指定期間中、止むを得ない理由により構成員の脱退や除名が生じた場合は、残存す

る構成員と市が指定管理の継続に関する協議を行うものとします。 

協議の結果、残存する構成員で指定管理を継続することが可能とした場合は、市の承認

のもとに指定管理を継続することができるものとします。 

 

８ 応募書類  

（１）指定管理者指定申請書（青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行

規則別記様式（第 2条関係）） 

（２）共同企業体構成員表（様式 1号）（共同企業体の応募の場合） 

（３）青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務事業計画書（様式 2号） 

  ※自主事業を実施する場合は、自主事業計画書（任意洋式）も提出すること。 

   自主事業において損失が発生した場合は指定管理者の負担となりますが、収益が発生した

場合、公共施設を活用して得る収益という観点から、その使途については、本管理運営業

務を充実させるために活用するよう努めるものとします。 
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（４）選定基準（別紙１）の審査項目に係る規定やマニュアル（防災マニュアル、個人情報保護

規程、雇用に関する規定等） 

（５）青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務実施計画書（様式 3号） 

（６）青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務収支予算書（様式 4号） 

  ※指定期間各年度分を記載すること。 

（７）人件費等内訳書（様式 5号） 

（８）応募資格を証する書類 

  ・法人の場合は、市税の完納証明書及び令和 4年度・令和 5年度・令和 6年度（直近 3か年）

の法人税、消費税及び地方消費税の納税を証する書類 

  ・法人以外の団体においては、団体の代表者の住民票の写し及び完納証明書 

  ・応募資格に係る「指定管理者の申請に係る応募資格誓約書」（様式 6号） 

  ※共同企業体の場合は、構成員すべての団体名等を記載の上、提出してください。 

（９）定款又は寄附行為の写し又は登記事項証明書（法人以外の団体は会則等） 

（１０）役員名簿 

（１１）組織・運営・業務概要を記載した書類 

（１２）当該団体の経営状況を説明する書類 

・令和 4年度から令和 6年度まで（直近 3事業年度分）の事業報告書及び決算報告書一式（損

益計算書、貸借対照表のほか各種明細書等を含む。） 

 （ただし、社会福祉法人その他団体にあっては、これらに準ずる書類とする。） 

・令和 7年度の事業計画書及び収支予算書 

 （ただし、社会福祉法人その他の団体にあっては、これらに準ずる書類とする。） 

※上記書類を作成していない団体にあっては、当該書類に準ずる書類を提出すること。 

※共同企業体の場合は、構成するすべての団体について、経営状況を説明する書類を提出し

てください。 

※当該団体の経営状況を確認するに当たり、追加で書類の提出を求める場合があります。 

（１３）類似施設等の管理運営実績がある場合には、類似施設等管理実績表（任意様式） 

【複数の団体で施設の管理運営を行う場合】 

応募書類（１）の団体名は、｢共同企業体名｣を記入し、代表者氏名、所在地及び連絡先は、

共同企業体の代表者のものを記入すること。併せて、共同企業体構成員表（様式 1 号）及び構

成団体ごとの役割分担（様式任意）を提出すること。 

応募書類（８）～（１２）については、構成するすべての団体分を提出すること。 

 

【応募に関する留意事項】 

① 1 団体 1申請として、重複申請は禁止します。 

 （単独で応募した法人等は、同一の指定管理者の募集に対して共同企業体の構成員となる

ことはできません。また、同一の指定管理者の募集に対し、複数の共同企業体において同

時に構成員となることもできません。） 

② 共同企業体の構成員のうち応募資格を満たさない者がある場合は、応募することはでき
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ません。 

③ 中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）に基づき設立された事業協同組合又は

特別の法律によって設立された組合が参加する場合においては、その組合員が他の共同企

業体に参加し、又は単独で参加することはできません。 

④ 提出部数 正本 1部と副本 4部及びデータ（ＣＤ等）を提出してください。 

⑤ 副本に当たる事業計画書、事業の実施計画書及び収支予算書等は、応募団体名が特定ま

たは推測できないような内容にしてください。 

⑥ 管理業務の一部を第三者に委託する場合は、収支予算書の積算根拠として見積書を提出

してください。 

⑦ 応募に当たって必要となる費用は、全て応募者の負担とします。 

⑧ 提出された書類は理由の如何を問わず返却しません。 

⑨ 上記の書類がなく、新たに作成することができない特別の事情がある場合は、書類がな

い旨及びその理由を記載した申立書（任意様式）を提出してください。 

⑩  応募締切後は、提出された書類の内容の変更または追加には応じません。 

⑪  提出された書類に虚偽の記載があった場合には失格とします。 

⑫ 提出された書類は、指定管理者候補者選定以外の目的には使用しません。ただし、青森

市情報公開条例第 7 条の規定により、不開示情報（個人情報や法人等の利益を害するおそ

れがある情報）を除き、開示の対象となります。 

⑬ 応募受付後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。 

⑭ 選定結果に関する下記の事項について、市のホームページ等で公開します。 

・施設名 

・選定された団体名 

・指定の期間 

・選定理由 

・選定基準及び配点 

・応募者名（ただし、2者の場合は非公表とします。） 

・採点結果（ただし、匿名での公表とします。） 

・会議概要（ただし、ノウハウに関する部分については非公表とします。） 

 

９ 選定方法等  

（１）選定方法 

  指定管理者は、応募資格を有する応募団体の中から、市が設置する「指定管理者選定評価委

員会」において、提出された応募書類並びに委員会でのプレゼンテーション及びヒアリング等

に基づいた審査により候補者を選定し、議会の議決を経て、指定期間開始日より指定管理者と

なることが正式に決定します。 

（２）選定基準 

  ① 指定管理者候補者の選定は、事業計画書等の内容を、別紙 1「選定基準」に基づき総合

的に判断し、決定します。 
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① 「1-ｄ.財務の健全性」については、申請者から提出される決算報告書に基づき採点しま

す。 

② 指定期間中における指定管理団体の経営状況悪化等を理由とした辞退を未然に防ぎ、安

定的に管理運営を行うことができる候補者を選定する観点から、直近の事業年度におい

て利益剰余金（当期利益の積み上げ）がマイナスの場合は、審査の結果失格とする場合

があります。 

③ 「5 効率性について」の採点に当たっては、原則、指定期間全体に係る提案額の平均を

もって採点します。 

⑤ 指定管理料基準額は上限額となることから、各年度の提案額の平均が指定管理料基準額

内に収まるように提案額を設定してください。提案額が指定管理料基準額を上回る場合

は失格となります。 

⑥ 最低基準点の設定について、業務の質を一定以上に維持する観点から、 

・ 選定基準項目のうち「４ 応募団体について」と「５ 効率性について」を除き、 

・ 選定基準項目のうち「１-d．財務の健全性」の配点の 50％に当たる点数と、 

・ それ以外の選定基準項目をすべて「普通」とした点数 

の合計 71 点を最低基準点とし、応募者の合計得点がこれに満たない場合は失格とな

ります。 

【参考】内訳 

１ 管理運営全般について 

１－a ～ c 「普通」とした点数  12 点 

１－d 財務の健全性 配点の 50％に当たる点数   5 点 

２ 管理について すべての選定基準項目を「普通」とした点数  30 点 

３ 運営について すべての選定基準項目を「普通」とした点数   24 点 

４ 応募団体について  除外 0 点 

５ 効率性について 除外 0 点 

 合計 71 点 

 

１０ 指定管理料  

（１）市は毎年度の予算の範囲内において、児童館の管理に必要な経費を指定管理料として指定

管理者に支払うこととし、その具体的な金額は、申請時に提案された収支予算書に基づき、

指定管理者と市が協議の上、会計年度ごとに別途覚書で定めます。 

（２）指定管理料基準額 

  ５９，２１１千円／年平均（消費税及び地方消費税を含みます） 

※ 指定管理料基準額については、令和 7 年度当初予算額を基礎に、選定における基準と

の比較を行うために算出した額であり、今後、市で定める予算額及び指定管理者指定議

決後に締結する協定での指定管理料の額とは異なる場合があります。 

なお、指定管理料の金額、支払い時期及び方法は別途覚書で定めます。 

（３）指定管理料は、原則変更しませんが、当初想定されなかった特別な事情が発生した場合は、
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その都度協議を行い決定します。 

（４）指定管理料のうち、光熱水費、燃料費、維持修繕費については精算項目とし、精算対象額

は、様式 4号「青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務収支予算書」に記載のとおりです。

算項目である経費について予算を超えて支出する場合は、事前に市への協議のうえ、認めら

れた場合において支出が可能となります。また、原則として他の経費への流用はできません。 

※ 指定管理者は、原則 1件当たり 100 千円以下の修繕については、修繕費 660 千円/年の範

囲内において、自ら修繕対応することとし、毎年度の業務終了後、修繕費に残額が生じ

た場合は、これを市へ返納することとなります。また、年間計 660 千円を超える見込み

となった場合は、市と指定管理者が協議の上、必要に応じて指定管理料を調整すること

とします。 

 

１１ 協定  

（１）協定は、市と指定管理者の協議により定めることとし、文書により締結します。 

（２）協定で定める事項は、次のとおりとします。 

  ア 事業計画に関する事項 

  イ 事業報告及び業務報告に関する事項 

  ウ 施設の管理経費に関する事項 

  エ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

  オ 個人情報の保護に関する事項 

  カ 市と指定管理者の責任分担に関する事項 

  キ 緊急時の対応に関する事項 

  ク その他必要事項 

（３）指定管理料の金額、支払い時期及び方法など単年度ごとに取り決めるべき事項については、

（１）の協定のほか覚書を締結することとします。 

 

１２ 責任区分  

  市と指定管理者の責任分担は、別紙 2「市と指定管理者の責任分担表」に基づくこととしま

す。 

 

１３ 施設賠償責任保険への加入  

  市の施設設置者としての瑕疵により発生した損害については、市が損害賠償責任を負います

が、指定管理者の施設管理責任に起因した損害については、指定管理者が市又は第三者に対し

てその損害賠償責任を負うことになるため、原則として、指定管理者の負担により施設賠償責

任保険に加入し、当該損害賠償責任に対応すること。 

【本市が加入する保険の概要】 

①全国市長会市民総合賠償補償保険 

対人：１名につき５千万円、１事故につき５億円 

  対物：１事故につき１千万円 
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  ※自主事業等の指定管理者独自の事業に係る賠償責任は対象外 

②建物総合損害共済 

  対象 火災、自然災害、事故等による損害 

共済責任額（支払限度額）下記一覧のとおり 

免責：故意若しくは重大な過失又は法令違反によって生じた損害 

   （損害の種類によって５万円までの損害は補償対象外となります。） 

【建物総合損害共済の共済責任額一覧】（参考：令和 7年度の額） 

児童館名称 共済責任額（支払限度額） 備考 

青森市立五本松児童館 ２８，５６０，０００円  

青森市立王余魚沢児童館 ２４，１３０，０００円  

青森市立女鹿沢児童館 ２６，６７０，０００円  

青森市立平川児童館 ４０，２９０，０００円  

青森市立吉野田児童館 ３５，３１０，０００円  

青森市立杉高児童館 ８６，０３０，０００円 体育館含む 

 

１４ 事業計画  

  指定管理者は毎年度開始前、施設の管理運営業務に係る事業計画書や管理に係る経費の収支

状況等を取りまとめた収支予算書を市に提出しなければなりません。 

 

１５ 事業報告  

（１）指定管理者は毎年度終了後、管理運営業務の実施状況や利用状況を取りまとめた事業報告

書及び管理に係る経費の収支状況等を取りまとめた収支決算書を作成し、市が指定する期日

までに市に提出しなければなりません。 

なお、「共同企業体構成員表」を提出した場合は、共同企業体を構成する団体の収支配分

状況が分かる資料を作成し、市が指定する期日までに市に提出しなければなりません。 

（２）市は事業報告書に基づき、指定管理者による運営状況を施設へ掲示するとともに、市ホー

ムページに掲載するなどして、市民に周知します。 

（３）指定管理者は毎月、利用状況、施設の異常の有無、実施した行為及び事業等の概要、金銭

の出納管理状況等を月次報告書として、市が指定する期日までに提出しなければなりません。 

（４）市は施設の設置責任者として、定期的に指定管理者からの運営状況の聴取及び実地調査を

実施するとともに、その結果を市ホームページに掲載します。 

 

１６ その他  

（１）原則として指定管理業務に必要な備品については市の予算で購入し、その所有権は市に帰

属させることとします。その他、指定管理者が自主事業等に要する備品を購入する際は、事

前に市との協議が必要です。 

（２）管理業務の全部を第三者に委託することは禁止します。管理業務の一部を第三者に委託す

る場合には、あらかじめ書面を市に提出し、承認を得なければなりません。 
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（３）個人情報の保護に関する法律の規定を遵守し、情報の取扱いには十分に注意しなければな

りません。 

（４）青森市情報公開条例の規定に基づき、管理を行う公の施設に係る情報の開示及び提供に努

めなければなりません。 

（５）市は、指定管理者が協定の締結までに経営状況の急激な悪化等により、事業の履行が確実

でないと認める場合には、指定を取り消し、協定を締結しないことができます。 

（６）この要項及び協定に違反したときは、指定期間内であっても業務の全部又は一部の指定を

取り消すことがあります。 

（７）指定管理者は原則として法人税、法人市・県民税及び法人事業税等の課税対象となり、そ

れを負担しなければなりません。 

   ※詳しくは、税務署、青森県中央県税事務所、青森市税務部市民税課等の関係機関に問い

合わせの上、応募書類を作成してください。 

（８）物品等の調達においては、市内の障害者支援施設等から優先して調達するよう努めるもの

とします。 

（９）指定管理者は、「青森市環境方針」に基づく環境配慮事項の遵守に努めるものとします。 

（１０）指定管理者は、施設職員に対し、「青森市職員接遇マニュアル」の周知徹底を図るものと

します。 

（１１）指定管理者は、各種感染症対策、熱中症対策、防災対策を行う等、利用者の生命に危害

が及ばないように、必要な措置を講じなければなりません。 

（１２）指定管理者は、業務に係る関係法令等の遵守に努めるものとします。 

 

１７ 問合せ先  

  担当部局  青森市浪岡振興部 健康福祉課 

  住  所  〒038-1392 青森市浪岡大字浪岡字稲村 101 番地 1 

  電話番号  0172-62-1113 

  Ｆ Ａ Ｘ  0172-62-0023 

  ｅメール  n-kenko@city.aomori.aomori.jp 

  担  当  民生福祉チーム 奥谷、太田 

 

１８ 配布資料  

（１）指定管理者指定申請書（青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行

規則別記様式（第 2条関係）） 

（２）共同企業体構成員表（様式 1号） 

（３）青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務事業計画書（様式 2号） 

（４）青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務実施計画書（様式 3号） 

（５）青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務収支予算書（様式 4号） 

（６）人件費等内訳書（様式 5号） 

（７）指定管理者の申請に係る応募資格誓約書（様式 6号） 



１１ 

 

（８）応募に関する質問書（様式 7号） 

（９）説明会申込書（様式 8号） 

（10）青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務仕様書 

（11）選定基準（別紙 1） 

（12）市と指定管理者の責任分担表（別紙 2） 

（13）備品一覧（別紙 3） 

（14）令和 6年度及び令和 7年度の事業活動 

（15）青森市児童福祉施設の設置及び管理に関する条例（平成 17 年青森市条例第 117 号） 

（16）青森市児童館規則（平成 17 年青森市規則第 78 号） 

（17）青森市指定管理者制度導入基本方針 

（18）青森市情報公開条例（平成 17 年青森市条例第 26 号） 

（19）青森市暴力団排除条例（平成 23 年青森市条例第 33 号） 

（20）青森市中小企業振興基本条例 

（21）青森市環境方針 

（22）青森市職員接遇マニュアル 

（23）避難所運営マニュアル 

 



 

別記様式（第２条関係） 

 

 

指定管理者指定申請書 

 

令和  年 月 日  

 

    青森市長  様 

 

                     所在地 

                申請者  団体名 

                     代表者氏名             印 

                     連絡先（電話） 

 

 

 下記の公の施設に関し、指定管理者の指定を受けたいので、申請します。 

 

記 

 

 施設の名称  

青森市立児童館（浪岡地区） 

 

 

添付書類 

（１）指定管理者の指定を受けようとする公の施設の事業計画書 

（２）定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

（３）その他市長が特に必要と定める書類 



様式１号 

 

 

 

共同企業体構成員表 

 

 

１ 共同企業体名 

 

 

 

２ 構成員等 

 （代表となる団体）所在地 

          団体名 

          代表者氏名                 印 

 

 

     （構成員）所在地 

          団体名 

          代表者氏名                 印 

 

 

     （構成員）所在地 

          団体名 

          代表者氏名                 印 

 

 

     （構成員）所在地 

          団体名 

          代表者氏名                 印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※共同企業体申請の場合のみ提出すること。 



様式２号 
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青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務事業計画書 

 

 

施 設 名 青森市立児童館（浪岡地区） 

申請団体 

名 称 
 

所 在 地 
〒 

設立年月日  

電 話 番 号  ﾌｧｯｸｽ番号  

e ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

HP アドレス  

代 表 者 

氏 名  

住 所 〒 

電 話 番 号  ﾌｧｯｸｽ番号  

現在管理運営する公的施設名 所在地 管理運営期間 

  年 月～   年 月 

  年 月～   年 月 

  年 月～   年 月 

  年 月～   年 月 

  年 月～   年 月 

  年 月～   年 月 

１ 
管
理
運
営
全
般
に
つ
い
て 

 

ａ.管理運営方針 

 

 

 

 

 

b.同種の施設管理業務の

実績 
※類似施設等管理実績表（任意

様式）を添付する 

こと 

 

c.地域や関係団体との 

連携 

 

 

 

 

 



様式２号 
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２

 

管

理

に

つ

い

て 

a.地元雇用への配慮 

 

 

 

b.職員等の配置計画 
※団体における当該施設の位

置づけ、組織図、勤務表等を添

付すること 

※人件費等内訳書（様式第5号）

も、併せて提出すること。 

 

c.職員の雇用・労働条件に

ついて 

 

 

 

 

d.職員等の研修計画 

 

 

 

 

 

e.施設管理計画 

 

 

 

 

 

f.防犯、防災、緊急時の対

応に関する取組 

 

 

 

 

g.個人情報保護の取扱い

に関する取組 

 

 

 

h.環境保全、負荷低減への

取組 
※「青森市環境方針」に基づく

取組内容等について記入して

ください。 

 

ｉ.福祉に関する取組 

 

 



様式２号 
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３ 

運
営
に
つ
い
て 

a.市民の平等な利用を確

保するための方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.利用者等の要望等の把

握と反映方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

c.サービス向上の対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d.来館者を増加させるた

めのＰＲ及びイベントの

実施計画又は自主事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※可能な限り具体的に記載すること。 

※第三者に委託する項目については見積書を添付すること。 

※事業計画の項目を踏まえ、任意様式により「提案書」を提出することも可。 

 



様式３号 
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青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務実施計画書 

（１）管理運営業務の実施計画 
管理運営業務について記載してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（２）職員の確保 

職員配置計画について、今後新たな職員を雇用して確保しようとしている場合、採用の方法及び考え方に

ついて記載してください。 

 

 

【採用の方法】 

１ 現在の職員を継続して採用する 

２ 一般公募により採用する（求人広告等） 

３ その他（                                     ） 

※該当する項目番号に○を付けてください 

【採用の考え方】 

 

 

 

 

   注：新規採用の予定がない場合（現在の職員で対応可能である場合）は、記載不要です 

 

 

（３）職員の能力育成に関する方針 
施設管理・運営業務・接遇の向上等、職員の能力育成を図るための研修等の考え方と取組について記載し

てください。 
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（４）月別事業の実施計画 

月別事業について記載してください。（参考 別添「令和 6年度及び令和 7年度の事業活動」） 

 

 



様式4号

申請団体名

【収入】 （単位：円）
令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

【支出】 （単位：円）
令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

報酬（館長・運営委員等）

賃金

共済費

その他諸費（検診等）

報償費

旅費

消耗品費

通信運搬費

手数料

保険料

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

負担金

その他諸費

消耗品費
（合同イベント材料費等）

保険料

使用料及び賃借料

負担金

光熱水費 1,350,982 1,350,982 1,350,982 1,350,982 1,350,982

燃料費 1,079,301 1,079,301 1,079,301 1,079,301 1,079,301

修繕費 660,000 660,000 660,000 660,000 660,000

3,090,283 3,090,283 3,090,283 3,090,283 3,090,283

※ 「光熱水費等」は精算対象のため、記載額を計上してください。
※ 支出項目の区分は例示ですので、必要に応じて変更してください。

その他の収入

区分・項目

合　計

児童活動事業費計

光熱水費等計

光
熱
水
費
等

管
理
運
営
費

※ 消費税を含んだ金額を記載し、 区分・項目ごとに、積算資料を添付してください。

区分・項目

合　計

青森市立児童館（浪岡地区）管理運営業務収支予算書

児
童
活
動
費

人
件
費

人件費計

管理運営事業費計

指定管理料



（様式５号） 

 

人件費等内訳書 

 

No. 職・業務 雇用形態 人数 勤務時間（週） 
休日（週） 

休憩（日） 
賃金単価 各種手当 社会保険等 

労働安全衛生・

福利厚生等 

就業規則

の有無 
人件費総額 

 

 
           

 

 
           

 

 
           

            

 

 
           

例１ 館長（管理責任者） 正社員 １人 40 時間 
２日 

1 時間 

月額 

20 万円 
通勤手当、賞与 

健康保険、厚生

年金、労働保険 

健康診断 

作業環境の整備 
有 360 万円 

例 2 グループリーダー 正社員 １人 40 時間 
２日 

1 時間 

月額 

18 万円 

時間外手当 

通勤手当 

健康保険、厚生

年金、労働保険 

健康診断 

安全講習 
有 280 万円 

例 3 経理・庶務 パート ４人 35 時間 
２日 

45 分 

時給 

1,000 円 
通勤手当 

健康保険、厚生

年金、労働保険 

健康診断 

作業環境の整備 
有 1,100 万円 

例 4 受付窓口 アルバイト ４人 30 時間 
２日 

15 分 

日額 

6,000 円 
通勤手当 

健康保険、厚生

年金、労働保険 

健康診断 

作業環境の整備 
有 870 万円 

 

※「人件費総額」の合計額は、収支予算書の人件費と同額となります。 



様式６号 

 

 

指定管理者の申請に係る応募資格誓約書 
 

 

令和  年  月  日 

 

 

青森市長 西 秀記 様 

 

 

所在地 

 

団体名 

 

代表者氏名              印 

 

 
青森市立児童館（浪岡地区）の指定管理者の申請に当たり、下記の応募資格を全て満たして

いることを誓約します。 

 

記 

 

（１） 指定期間中、施設を安定して管理運営できる団体であること（法人格の有無は問わな

い） 

   複数の者で施設の管理運営を行う場合は共同企業体とし、当該共同企業体の構成員のい

ずれかは市内に本店を有する者であること 

（２）青森市内に事務所等の活動拠点を有すること 

（３）本市の市税、法人税、消費税及び地方消費税を完納していること 

（４）施設を管理するに当たって必要な資格や免許等を有していること 

（５） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参加 

者の資格）の規定に該当しないこと 

（６） 青森市から指名停止措置を受けていないこと 

（７） 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の 

取消しを受けたことがないこと（本市の取消しに限定しない） 

（８） 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９２条の２（議員の兼業禁止）及び第１４ 

２条（長の兼業禁止）又は第１８０条の５第６項（委員の兼業禁止）の規定中、「請負」

を「請負（指定管理者に係る業務を含む）」とみなした場合に、その規定に抵触しないこ

と 

（９） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号） 

等の規定に基づき更生又は再生手続をしていないものであること 

（１０）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を

含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にな

い団体であること 

 

 

 



様式６号 

共同企業体用 

指定管理者の申請に係る応募資格誓約書 
 

令和  年  月  日 

 

青森市長 西 秀記 様 

所在地 

 

団体名 

 

代表者氏名              印 

    

             （構成員）所在地 

   

                  団体名 

 

                  代表者氏名              印 

 

             （構成員）所在地 

 

                  団体名 

 

                  代表者氏名              印 

 

青森市立児童館（浪岡地区）の指定管理者の申請に当たり、下記の応募資格を全て満たして

いることを誓約します。 

 

記 

（１）指定期間中、施設を安定して管理運営できる団体であること（法人格の有無は問わない） 

   複数の者で施設の管理運営を行う場合は共同企業体とし、当該共同企業体の構成員のい

ずれかは市内に本店を有する者であること 

（２）青森市内に事務所などの活動拠点を有すること 

（３）本市の市税、法人税、消費税及び地方消費税を完納していること 

（４）施設を管理するに当たって必要な資格や免許等を有していること 

（５） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参加 

者の資格）の規定に該当しないこと 

（６）青森市から指名停止措置を受けていないこと 

（７）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の取

消しを受けたことがないこと（本市の取消しに限定しない） 

（８） 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９２条の２（議員の兼業禁止）及び第１４ 

２条（長の兼業禁止）又は第１８０条の５第６項（委員の兼業禁止）の規定中、「請負」

を「請負（指定管理者に係る業務を含む）」とみなした場合に、その規定に抵触しない

こと 

（９） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号） 

等の規定に基づき更生又は再生手続をしていないものであること 

（１０）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員

を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下

にない団体であること 



様式７号 

令和  年  月  日 

 

 

応募に関する質問書 
 

 
青森市立児童館（浪岡地区）の指定管理者の応募に関して、下記のとおり質問します。 

 

施  設  名 青森市立児童館（浪岡地区） 

要項等のページ  

質 問 事 項  

【内容】具体的に記入してください。 

質問者  

担当者  

電話番号  

ＦＡＸ番号  

e メールアドレス  

 

※質問書は 1 問につき 1 枚としてください。 

【質問受付期間】令和 7 年 8月 12 日（火）から令和 7年 8 月 18 日（月）まで 



（様式８号） 

 

 

説 明 会 申 込 書 

 

 

1 団体名 

 

 

 

2 代表者氏名 

 

 

 

3 住 所 

 

 

 

4 連絡先電話番号 

 

 

 

5 説明会参加者氏名 

 

 

 

 

 

※1 団体につき参加者は 2名までとします。 

【提出先】 

〒038-1392 青森市浪岡大字浪岡字稲村 101 番地 1 

浪岡振興部健康福祉課 

FAX 0172-62-0023 

E―mail n-kenko@city.aomori.aomori.jp 
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選定基準 

 

項目 選定基準 配点 
最低 

基準点 

１ 管理運営全般について（３０点） 

ａ．管理運営方針 
・管理運営方針が施設の設置目的に合致しているか 

・市の求めに柔軟に対応できるか 
１０点 ６点 

ｂ．同種の施設管理業務の実績 ・同種の施設管理業務の実績があるか ５点 ３点 

ｃ．地域や関係団体との連携 
・交流、協力に対し積極的か 

・具体性があるか 
５点 ３点 

ｄ．財務の健全性 ・団体の財務状況は良好か １０点 ５点 

２ 管理について（５０点） 

ａ．地元雇用への配慮 ・市内在住者の雇用について配慮があるか ５点 ３点 

ｂ．職員等の配置計画 
・職員の適正配置がなされているか 

・児童館施設管理の経験者はいるか 
１０点 ６点 

ｃ．職員の雇用・労働条件について ・職員の雇用・労働条件の向上に努めているか ５点 ３点 

ｄ．職員等の研修計画 
・職員の育成に方向性があるか 

・職員研修の内容及び回数は適切か 
5 点 ３点 

ｅ．施設管理計画 ・管理保守点検業務が適切に行われているか ５点 ３点 

ｆ．防犯、防災、緊急時の対応に関

する取組 

・的確な対応であるか 

・事故防止に向けて取り組んでいるか 
５点 ３点 

ｇ．個人情報保護の取扱いに関する

取組 

・職員への個人情報保護の周知方法が適切か 

・具体的な保護策を講じ、内容が適切か 
５点 ３点 

ｈ．環境保全、負荷低減への取組 
・職員への環境保全の周知方法が適切か 

・具体的な取組案があり、内容が適切か 
５点 ３点 

ｉ．福祉に関する取組 
・障がい者等への対応は適切か 

・障がい者の雇用に取り組んでいるか 
５点 ３点 

３ 運営について（４０点） 

ａ．市民の平等な利用を確保するた

めの方針 
・平等な利用確保の方針は明確か １０点 ６点 

ｂ．利用者等の要望等の把握と反映

方法 

・要望を運営に反映する工夫がされているか 

・現実的な手法であるか 
５点 ３点 

ｃ．サービス向上の対策 

・利用者に対するサービス向上が見込まれるか 

・苦情処理の体制は明確か 

・定期的な自己評価を行うか 

５点 ３点 

ｄ．来館者を増加させるためのＰＲ

及びイベントの実施計画又は自

主事業 

・利用促進策は具体的であり、実現可能か（d-1:10 点） 

・自主事業の内容が具体的で、効果が見込めるか（d-2:10

点） 

２０点 １２点 

４ 応募団体について（５点） 

ａ．本店の所在地 
・市内に本店を有する者であるか 

（共同企業体の場合は構成員に市内に本店を有する者が含まれているか） 
５点 － 

５ 効率性について（３０点） 

収支計画 
・提案内容に対する経費の額が妥当であるか 

・経費の縮減等に係る方策について工夫されているか 
３０点 － 

計  １５５点 ７１点 



別紙１ 

○個別項目採点基準（「１-ｄ 財務の健全性」、「４ 応募団体について」、「５ 効率性について」を除く） 

 

   

■「財務の健全性」の採点基準 

 ①当期利益（5 点満点） 

区分 3 年ともマイナス 
２年間マイナス 

（1 年間プラス） 

1 年間マイナス 

（2 年間プラス） 
3 年ともプラス 

点数 0 １ 3 5 

 ②利益剰余金（5 点満点） 

区分 3 年ともマイナス 
２年間マイナス 

（1 年間プラス） 

1 年間マイナス 

（2 年間プラス） 
3 年ともプラス 

点数 0 １ 3 5 

※ 指定期間中における指定管理団体の経営状況悪化等を理由とした辞退を未然に防ぎ、安定的に管理運営を行う

ことができる候補者を選定する観点から、直近の３事業年度に一度でも債務超過（貸借対照表において純資産の

部の合計額がマイナス）の状態がある団体については応募資格がないものとします。 

当期利益・利益剰余金のマイナス額が著しく大きい場合は、表の標準例によらず低い点をつける場合がありま

す。 

また、直近の事業年度において利益剰余金がマイナスの場合は、審査の結果失格とする場合があります。 

 

■「５ 効率性について」の採点基準 

  効率性についての点数＝｛①基本点＋経費縮減の配点（②経費縮減率×③１％あたりの配点）｝ 

×④管理運営全体（効率性の項目を除いた全項目）の獲得点の割合 

※得点に小数点以下の端数が生じた場合は小数点第３位を四捨五入する 

 

①基本点＝配点／２ 

②経費縮減率＝（１－指定管理料提案額／指定管理料基準額）×１００ 

③１％あたりの配点＝（①基本点：配点／２）／２０ 

④管理運営全体の獲得点の割合＝管理運営全体の獲得点／（管理運営全体の配点／２） 

※指定管理料提案額は、原則指定期間全体に係る提案額の平均をもって採点する 

※経費縮減率の最大値は２０％とする 

 

＜参考＞基本点＋経費縮減の配点について｛①＋（②×③）｝ 

経費縮減率（％） ２０ １５ １０ 5 0 

基本点+経費縮減の配点

｛①＋（②×③）｝  
３０ ２６．２５ ２２．５ １８．７５ １５ 

※１％縮減で、基本点に０.７５点加算され、最大３０点となります。 

 

※指定管理料基準額は上限額となることから、各年度の提案額の平均が指定管理料基準額内に収まるように提案額

を設定してください。各年度の提案額の平均が指定管理料基準額を上回る場合は失格となります。 

配点

やや不十分 不十分 全く不十分

5 4 3 2 1 0

10点

5点

大変よい よい 普通
（標準的）

大変よい よい 普通
（標準的）

やや不十分 不十分 全く不十分

10 8 6 4 2 0
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■最低基準点について 

最低基準点の設定について、業務の質を一定以上に維持する観点から、 

・選定基準項目のうち「４ 応募団体について」と「５ 効率性について」を除き、 

・選定基準項目のうち「１-ｄ．財務の健全性」の配点の 50％に当たる点数と、 

・それ以外の選定基準項目をすべて「普通」とした点数 

の合計７１点を最低基準点とし、応募者の合計得点がこれに満たない場合は失格となります。 

 

【参考】内訳 

１ 管理運営全般について 

１－a ～ c 「普通」とした点数 １２点 

１－d 財務の健全性 配点の 50％に当たる点数 ５点 

２ 管理について すべての選定基準項目を「普通」とした点数 ３０点 

３ 運営について すべての選定基準項目を「普通」とした点数 ２４点 

４ 応募団体について 除外 0 点 

５ 効率性について 除外 0 点 

 合計７１点 

 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

指定管理料
基準額 各年度の指定管理料提案額が

指定管理料基準額を上回ってい

ても、提案額５か年の平均が指

定管理料基準額以下であれば、

申請いただけます。

（失格となりません。）



（別紙２） 
 

市と指定管理者の責任分担表 

 

項   目 市 指定管理者 

賃金水準・ 

物価変動 

賃金水準・物価の変動に伴う経費の増加 

（ただし、急激な変動があった場合は協議） 
 ○ 

法令の変更 
施設の管理・運営に影響を及ぼす関係法令等の変更に関す

るもの 
協 議 

事業の中止・

変更・延期 

市の政策変更により、管理運営業務の継続に支障が生じた

場合、又は管理運営業務の変更を余儀なくされた場合の経

費の増加 

○  

緊急に、大規模修繕等が必要となり、施設の開館が不可能

となった場合における指定管理料の取扱い 
協 議 

指定管理者の事業放棄・経営破たんによるもの  ○ 

第三者への 

賠償 

施設・設備の設計・構造上の瑕疵など、市の責めに帰すべ

き事由により第三者に与えた損害 
○  

指定管理者としての義務を怠るなど、指定管理者の責めに

帰すべき事由により第三者に与えた損害 
 ○ 

管理運営業務の一部を委託された者の責めに帰すべき事由

により第三者に与えた損害 
 ○ 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、火災、騒乱、感染症

など市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことができ

ない自然的又は人為的な現象）に伴う費用負担、事業の変

更・中止 

協 議 

施設・設備・

備品の損傷 

指定管理者としての義務を怠ったことによる損傷  ○ 

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特定できな

い市の施設、設備、備品の損傷 

協議 
（右記金額を超え

る維持修繕がある

場合） 

○ 
原則1件当たり 

100千円以下 

（660千円／年の 

範囲内） 

終了手続 

指定期間終了時の施設の水準の保持  ○ 

事業の終了時における手続に関する諸費用  ○ 

準備行為 
管理業務の遂行に必要な人員の確保及び訓練、研修等の実

施その他の準備行為 
 ○ 

※上記に規定する事項以外は、市と指定管理者の協議の上で対応する。 
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青森市立児童館（浪岡地区）指定管理業務仕様書 

 

１ 目的 

この仕様書は、青森市立児童館（青森市児童福祉施設の設置及び管理に関する条例第 3 条に規

定する児童館（青森地区の児童館を除く。））（以下「児童館」という。）の指定管理者が行う管理

運営の基準及び業務の範囲について定めることを目的とする。 

 

２ 基本的な考え方 

指定管理者は、児童館を管理運営するに当たり、次に掲げる事項に留意する。 

（１）関係する法令等の規定を遵守し、利用する地域の児童が平等に利用できること。 

（２）児童館の設置目的である「児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊か

にすること」を達成できるよう、適切に管理運営すること。 

（３）利用する児童、または子ども会、母親クラブ等の意見・要望等を考慮し、管理運営に適

切に反映するとともに、民生委員や地区社会福祉協議会等の地域との連携にも十分留意す

ること。 

（４）効果的かつ効率的な管理運営を行い、経費の縮減に努めること。 

（５）「青森市環境方針」に則り、環境の向上及び環境負荷の低減に努めること。 

（６）児童館の管理に係る個人情報の保護を徹底すること。 

 

３ 施設の概要 

  名称       青森市立五本松児童館 

  所在地      青森市浪岡大字五本松字松本 16 番地 

  敷地面積     1,322.00 ㎡ 

  構造       木造モルタル造 平屋建 

  建物面積     258.36 ㎡ 

 

  名称       青森市立王余魚沢児童館 

  所在地      青森市浪岡大字王余魚沢字北村元 29 番地 

  敷地面積     991.00 ㎡ 

  構造       木造モルタル造 2 階建 

  建物面積     218.60 ㎡ 

 

  名称       青森市立女鹿沢児童館 

  所在地      青森市浪岡大字女鹿沢字東富田 57 番地 2 

  敷地面積     1,960.45 ㎡ 

  構造       木造モルタル造 平屋建 

  建物面積     241.81 ㎡ 



2 

 

 

 

  名称       青森市立平川児童館 

  所在地      青森市浪岡大字浪岡字平野 174 番地 3 

  敷地面積     978.62 ㎡ 

  構造       木造モルタル造 平屋建 

  建物面積     364.77 ㎡ 

 

  名称       青森市立吉野田児童館 

  所在地      青森市浪岡大字吉野田字木戸口 10 番地 1 

  敷地面積     500.00 ㎡ 

  構造       木造モルタル造 平屋建 

  建物面積     319.14 ㎡ 

 

  名称       青森市立杉高児童館 

  所在地      青森市浪岡大字高屋敷字後田 32 番地 1 

  敷地面積     8,952.00 ㎡ 

  構造       木造モルタル造 平屋建（体育館 鉄骨造） 

  建物面積     336.00 ㎡（体育館 402.00 ㎡） 

 

４ 開館時間及び休館日 

（１）開館時間 ・平日 午前 9時から午後 6時まで 

       ※王余魚沢児童館は、午後 2時から午後 6時まで 

      ・土曜日及び学校休業日（春、夏、冬休み等） 午前 8時から午後 6時まで 

ただし、開館時間については、児童館事業の実施に応じて、市と協議の上、 

変更することができる。 

 

（２）休館日  ・日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日 

・年末年始（12 月 29 日から翌年 1月 3日まで） 

ただし、休館日については、児童館事業の実施に応じて、市と協議の上、変 

更することができる。 

 

５ 指定期間  

 令和 8年 4月 1日から令和 13 年 3 月 31 日まで（5年間） 

 

６ 法令等の遵守  

児童館の管理運営に当たっては、この仕様書のほか、次に掲げる法令等に基づき、行わなけれ

ばならない。 
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（１）児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号） 

（２）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号）及び児童館の設

置運営について（平成 2年 8月 7日厚生省発児第 123 号・児発第 967 号） 

（３）児童館ガイドライン（平成 30 年 10 月 1 日厚生労働省子発第 1001 第 1 号） 

（４）青森市児童福祉施設の設置及び管理に関する条例（平成 17 年青森市条例第 117 号） 

（５）青森市児童館規則（平成 17 年青森市規則第 78 号） 

（６）青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成 17 年青森市条例第 30

号） 

（７）青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成 17 年青森市規

則第 23 号） 

（８）青森市情報公開条例（平成 17 年青森市条例第 26 号） 

（９）青森市暴力団排除条例（平成 23 年青森市条例第 33 号） 

（１０）青森市中小企業振興基本条例（平成 24 年条例第 63 号） 

（１１）地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

（１２）労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 条）ほか労 

働法令 

（１３）個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

（１４）社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号） 

（１５）消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

（１６）建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

（１７）建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）及び関係法令 

（１８）青森市指定管理者制度導入基本方針 

（１９）その他管理業務を行うに当たり遵守すべき法令等 

 

７ 業務の内容 

（１）指定管理者は、児童館の施設管理者として、管理運営責任者及び管理運営業務に必要な職

員等を配置し、児童館を常に良好な状態で維持管理するものとする。 

① 消防法（昭和 23 年法律第 186 号）に基づく防火管理者を各施設に配置の上、消防計画書

を作成し、消防署及び関係機関へ遅滞なく提出するとともに、消防設備の維持管理など、

防火管理上必要な業務を行うこと。なお、防火管理者の資格証明書は、協定締結後から業

務開始日の前日までに市に提出すること。また、防火管理者に変更が生じた時は、当該資

格証明書を速やかに市に提出すること。 

② 急病、事故及び災害等の緊急事態が発生した場合の対応や、防犯、防災対策についての

マニュアルを作成し、定期的に訓練を行うとともに、日常的に情報を収集し、事故等の未

然防止を図るよう職員等に指導すること。 

③ 施設内で事故や火災が発生した場合や施設及び設備等の損壊が生じた場合は、速やかに

市に連絡するとともに、必要に応じて消防署、警察署等関係機関へ連絡の上、適切な措置

を講じることとし、利用者への被害が生じないよう特に留意すること。 
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④ 施設の出入り口及び各室の開館時の開錠、閉館時の施錠は確実に行い、不審者の立ち入

り等を未然に防止し、秩序保持に努めること。 

⑤ 施設内は、定期的に見回り及び点検を行い、常に安全で良好な状態を保持するとともに、

施設内の設備、備品の保守点検を行うこと。 

⑥ 来館時、帰宅時の安全対策について、保護者への協力を呼びかけ、地域の関係機関・団

体等と連携した不審者情報の共有や見守り活動等の実施に取り組むこと。 

⑦ 子どもの感染症の予防や健康維持のため、来館時の手洗いの励行及び施設、設備の衛生

管理等を行うとともに採光、換気などを行い保健衛生に十分配慮すること。 

⑧ 施設内及び敷地内は、常に清掃・除草等を行い、美観の保持と衛生に努めること。 

⑨ 冬期間は、施設の出入り口、非常口の除雪を行い、常に利用者に不便が生じないように

すること。 

⑩ 暖房設備、給排水設備など施設内の各設備は、必要な保守点検を行い、利用者が安全か

つ快適に施設を利用できるようにすること。特に、給排水設備については、衛生的な管理

を心がけ、定期的に設備の点検・清掃を行うこと。 

⑪ 市の準備した備品以外で施設の管理上必要な備品は、指定管理者が準備するものとする。 

⑫ 指定管理料のうち、精算対象経費である燃料費、維持修繕費、光熱水費に残額が生じた

場合は、これを市に返納すること。 

※指定管理者は、年間計 660 千円の範囲内で、原則として、修繕費 1 件 100 千円以下の案

件については、自ら修繕対応をすることとし、毎年度の業務終了後、修繕費に残額が生じ

た場合は、これを市へ返納することとなる。また、年間計 660 千円を超える見込みとなっ

た場合は、市と指定管理者が協議の上、必要に応じて指定管理料を調整することとする。 

（２）児童館の運営に当たっては、児童福祉法に規定する目的を達成するために、児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号）及び児童館の設置運営について

（平成 2年 8月 7日厚生省発児第 123 号・児発第 967 号）」によるほか、次の活動を行うもの

とする。 

① 児童館の設置目的を達成できるよう、管理運営を行うこと。 

② 子ども会、母親クラブなどの地域の組織的活動の育成助長を図ること。 

③ 地域の民生委員・児童委員、主任児童委員、町内会、地区社会福祉協議会等と連携し、

地域一体となった活動を展開すること。 

④ 6 館全ての児童を対象とした児童館合同事業を行うこと。 

⑤ 「子どもの祭典」を実施すること。 

⑥ 児童館の利用促進のためのＰＲ活動に努めること。 

⑦ その他、児童の健全育成に必要な活動を行うこと。 

（３）管理に必要な鍵等の保管等業務 

① 児童館の管理に必要な鍵等の使用や保管等については、指定期間中は指定管理者の業務

とする。鍵等の管理については、帳簿等により適正に管理し、鍵等所持者の責任を明らか

にし、紛失することがないようにすること。 

② 鍵等の紛失、破損等があった場合は、直ちに市に報告すること。 



5 

 

③ 鍵等の複製はこれを固く禁止する。ただし、市が認めたものを除く。 

④ 鍵等の引継ぎは、指定期間の開始及び終了時に書面にて行うものとする。 

 

８ 組織 

 児童館を運営するに当たり、全児童館を総括する組織を設置するとともに、各児童館に運営委

員会（「児童館の設置運営について（平成 2年 8月 7日児発第 967 号）」参照）を設置すること。 

 

９ 職員の配置 

（１）各児童館に次の職員を配置するものとする。 

① 管理責任者 1 名（非常勤可。最低週 3日以上。館務を掌理する者） 

② 児童厚生員 2 名（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第 38 条に規定する資格を

有する者） 

※児童厚生員については、開館時間中最低 2 人の者を配置するものとするが、放課後など

来館児童数が増加する場合や、障がい児への個別対応が必要な場合等には、適宜増員し

て対応するなど、児童の支援に支障をきたすことのないよう万全を期すこと。 

※なお、児童厚生員の資格証明書は、協定の締結後から業務開始日の前日までに市に提出

すること。また、児童厚生員に変更が生じたときは、当該資格証明書を速やかに市に提

出すること。 

（２）その他管理運営業務の全体を把握・調整し、市との連絡調整を行う職員を配置するものと

する。 

 

１０ 職員の資質向上 

職員の資質向上を図るために、児童館の設置目的を達成するための研修計画を立案し、着実に

実施すること。 

 

１１ 利用対象 

児童館を利用できる対象は、概ね次に掲げる者とする。 

（１）すべての児童（18 歳未満） 

ただし、主に指導の対象となる児童は、概ね３歳以上の幼児、昼間保護者のいない家庭等

で児童健全育成上指導を必要とする学童（小学校 1 学年から 3 学年までの児童をいう。）、

その他の学童とする。 

（２）子ども会、母親クラブ等の地域組織活動をする者 

（３）その他市長が特に必要と認めた者 

 

１２ 事業計画の作成・実施 

児童館の事業を実施するに当たっては、年間及び月間の事業計画を作成した上で、計画的に実

施すること。 
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１３ 地域の人材活用 

子どもが身近な地域の中で安全・安心に過ごすことができる環境づくりを進めるため、児童館

の管理運営に当たっては、民生委員・児童委員、主任児童委員、町内会、地区社会福祉協議会等

の地域の人材や組織の活用を十分に図ること。 

 

１４ 児童館利用者と地域の交流及び連携 

児童館の管理運営に当たり、利用者の要望を把握し、地域住民との交流や連携を図ること。 

 

１５ 事業計画書及び収支予算書の作成 

指定管理者は、指定後の管理運営業務に当たり、市と協議の上、具体的な事業計画書及び詳細

にわたる収支予算書を調製すること。 

 

１６ 事業報告書及び収支決算書の作成 

（１）指定管理者は指定管理期間中の毎年度終了後、管理運営業務の実施状況及び利用状況、管

理に係る経費の収支状況等を取りまとめた事業報告書及び収支決算書を作成し、市が指定す

る期日までに市に報告すること。 

（２）指定管理者は毎月、利用状況、施設の異常の有無、実施した行為及び事業等の概要等を月

次報告として、市が指定する期日までに提出すること。 

 

１７ 業務実施に当たっての注意事項 

（１）児童館が公共施設であることを念頭に置き、公平な管理運営を行うこととし、特定の児童・

団体等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

（２）各児童館が連携し、一体的な事業を展開するとともに、地域・学校との連携も図ること。 

（３）児童が安全で安心して児童館を利用できるように、非行の防止に努めること。 

（４）指定管理者が、市の条例等とは別に、施設の管理運営に関する規定等を作成する場合は、

市と協議すること。 

（５）個人情報保護に努めること。 

（６）現に施設に備え付けられている市の備品（別紙 3「備品一覧」のとおり）については、指

定管理者が無償で使用できる。 

なお、指定管理者が購入した備品の所有権は指定管理者に帰属する。 

（７）指定期間中において、所有権が市に帰属する備品については、台帳管理を行うなど適切に

管理すること。また、原則として指定管理業務に必要な備品については市の予算で購入し、

その所有権は市に帰属させること。その他、指定管理者が自主事業等に要する備品を購入す

る際は、事前に市と協議すること。 

（８） 物品等の調達においては、市内の障害者支援施設等から優先して調達するよう努めること。 

（９）指定管理業務を実施するに当たって作成し、又は取得した文書等については、適切に取り

扱うこと。 

（１０）指定管理業務の実施に当たり、指定管理者が行う他の事業と区分して経理を明確にする



7 

 

こと。 

 

１８ その他の事項 

（１）指定期間の始期から円滑に管理運営業務を実施できるよう、市または前指定管理者と業務

の引継ぎを行うこと。 

（２）指定管理者は、指定期間が満了するとき、または指定が取り消されたときは、市または新

たな指定管理者との円滑な業務の引継ぎに協力するとともに、管理運営に必要なデータ等を

市が指定する期日までに引き渡すこと。 

（３）市は、指定管理者から提出された事業報告書や収支決算書等について、確認、検証し、評

価を実施する。また、収支決算書については、指定管理者が指定申請時に「共同企業体構成

員表」を提出している場合は、共同企業体を構成する団体の収支配分状況も併せて確認、検

証し、評価を実施する。 

（４）市は、当該施設へ年 2 回モニタリング調査（施設運営状況の聴取や実地調査）を実施し、

その運営内容の把握・実績評価を行う。 

（５）市は、事業報告書等に基づき市が行う確認の際または年 2回市が行うモニタリングの際に、

施設の安定した管理運営が図られるよう、指定管理者である団体の財務状況について確認を

行う。また、確認に当たっては、損益計算書及び貸借対照表を基に確認することから、指定

管理者は、損益計算書及び貸借対照表を市が指定する期日までに提出すること。 

（６）市によるモニタリング調査の他、青森市指定管理者選定評価委員会によるモニタリング調

査が行われる場合があり、モニタリング調査の結果、改善すべき内容が認められた場合は、

指定管理者に対して是正・改善の助言等を行う。なお、是正・改善の助言等を受けた場合、

指定管理者は、速やかに改善措置を講じ市へ報告すること。 

（７）事業報告書等による評価結果及びモニタリングによる評価結果については、当該施設及び

市ホームページへ掲載する。 

（８）「青森市環境方針」に基づく、環境配慮事項の遵守として、施設及び設備管理に関する各種

エネルギー使用量を記録し、市が指定する期日までに報告すること。 

（９）市が指定管理者に対して報告を求め、実地調査し、または必要な指示をした場合、この指

示に従わないときや管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、

又は期間を定めて管理運営業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。また、このこ

とにより生じた損害の賠償を、市は指定管理者に対し命ずることができる。 

（10）王余魚沢児童館、女鹿沢児童館、平川児童館、吉野田児童館、杉高児童館は市の避難所に

指定されているため、災害発生時においては、「避難所運営マニュアル」に従い、適切に対応

すること。 

 

１９ 協議 

指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について

疑義が生じた場合は、市と協議し、決定するものとする。 



（別紙３）

設置場所 品　名 数量 規格・仕様
事務用机　 2 2人用　（145＊62＊73）
座卓 4 YT-60D
座卓 2 学童用座卓
座卓 1 幼児用円座卓１２０＊１２０＊２５
肘なし回転椅子 1 コクヨ
肘なし回転椅子 1 221822　オカムラ
肘なし回転椅子 1 kc172Nプラス
肘なし回転椅子 1 CF2431422コクヨ
キャビネット 2 １７５＊８７＊４０　コクヨ
学童用カバン入れ 1
食器棚 1 88＊177＊33
パソコン 1 デスクトップパソコン
ワープロ 1 ルポJW-069　東芝
ＤＶＤレコーダー 1
テレビ 1 地上デジタル放送対応液晶テレビ
ファクシミリ 1 ＫＸ－ＰＺ510ＤＬーＮ（パナソニック）
オーブンレンジ 1 NE-J50　ナショナル
洗濯機 1 ＮＡ－ＦＡ90Ｈ8
冷蔵庫 1 NR-B14M3　ナショナル
ストーブ 1 SL-221　ポータブル　コロナ
ストーブ 1 FF58RF
ストーブ 1 FF-59RF
エアコン 2
オニム　 1 ９６＊９６＊５
ブランコ　 1 複合ブランコ
半円ラダー　 1 戸外固定遊具
グランドゴルフ 1 GGG111　アシックス
一輪車　 3 F180
一輪車　 3 F200
一輪車　 5 18インチ（ミヤタフラミンゴＦ188、Ｆ187）　
一輪車　 2 SUF２０
一輪車スタンド　 1 SUF２０
卓球台 1 KSN-600SB　カワイ
オルガン 1 E-２RT(ZEN-ON)
ガステーブル 1 八方４０００A2A
ピアノ 1 H－2069296
オイルタンク 1 サンダイヤ　KSI-490
はしご 1 RC-18
除雪機 1 HS980IG　ホンダ
漏電火災報知器 1
プリンタ 1 PIXUSIX6830
湯沸器 1 RUX-V51XTK
一輪車 1 一輪車　FL160フラミンゴ
デジタルカメラ 1 SX620HS8G（キャノン）

備 品 一 覧

五
本
松
児
童
館



（別紙３）

設置場所 品　名 数量 規格・仕様
事務用机　 1 2人用　プラスＢ７２００
肘なし回転椅子 2 コクヨ
キャビネット 1 プラス　５０＊８７＊１４５
キャビネット 1 ウチダ　５１＊３８＊８７
ロッカー 1 １８０＊９０＊５２
パソコン 1 デスクトップパソコン
プリンタ 1 インクジェットプリンタ
テレビ 1 地上デジタル放送対応液晶テレビ
プレーヤー 1 CT-C150　シャープ
洗濯機 1 ＤＷ－６４０Ｇ　三菱
掃除機 1 ＹＣ－Ｈ７Ｅ　東芝
冷蔵庫 1 ＮＲ－１５０　三菱
炊飯器 1 ＪＮＯ－Ａ360　タイガー
ストーブ 1 ＳＦ－１１５Ｔ５　サンポット
ストーブ 1 ＲＣＡ－２０８　反射式　トヨストーブ
ストーブ 1 ＦＦストーブ
移動式ろく木 1 一面式　室内遊具
オニム　 1 ９６＊９６＊５
ガステーブルコンロ 1 ＲＴ64－2Ｈ6Ｓ－Ｒ
デジタルカメラ 1 キャノン　ＳＸ620ＨＳ
ファクシミリ 1 ＫＸ－ＰＤ725ＤＬーＷ（パナソニック）
バスケット台 1 戸外に設置
ブランコ　 1 2連
卓球台 1
湯沸機 1 ＲＵＳ－５３ＥＴ　リンナイ
ホームタンク 1 ダイケン　HTK490
消火器 2 エクスチン粉末（ABC)
ストーブ 1 ストーブ

備 品 一 覧

王
余
魚
沢
児
童
館



（別紙３）

設置場所 品　名 数量 規格・仕様
事務用机　 1 2人用　プラス
片袖机 2 プラス
テーブル 1 学童用円形テーブル
肘なし回転椅子 1 コクヨ
肘なし回転椅子 2 不明
キャビネット 1 書棚コクヨ８８＊４３＊１７８
キャビネット 1 ８８＊４３＊８９
ロッカー 1 プラス
学童用カバン入れ 1 （4段*5列）
学童用ゲタ箱　　 1 8段*2列
整理棚 1 5段（1.8m*0.3m）
児童用机 1 メラミンさくらマスセット　18861
児童用椅子 4 Ｂタイプ　ＷＲ座版　マスセット　18850
パソコン 1 デスクトップパソコン
ＤＶＤレコーダー 1
テレビ 1 地上デジタル放送対応液晶テレビ
ポット 1 NC-WA30 ナショナル
洗濯機 1 ＶＨ－ＳＸ２０　東芝
掃除機 1 東芝　VCPC9
冷蔵庫 1 ＮＲ－Ｂ１４Ｍ３　ナショナル
エアコン 2
ストーブ 1 ＦＦ－１１００ＳＣ
ストーブ 1 ０Ｓ－２２ＣＤ　ナショナル
ストーブ 1 ＦＦ１５Ｇ９　サンポット
ストーブ 1 ＦＦ５０００Ｓ　サンポット
ストーブ 1 ＦＦ５０００T9Aサンポット
ストーブ 1 ＳＬ－66Ｅ（コロナ）
キッカーボード　 1 遊具
テント　 1 集会用　２間＊３間
一輪車　 3 Ｆ１６０
一輪車　 4 Ｆ１８０
一輪車　 4 F２００
一輪車　 4 ミヤタフラミンゴ　18インチ
一輪車　 2 16インチ、18インチ
一輪車スタンド　 1 ＳＵＦ２０
卓球台 1 ００４２０　三英スポーツ
跳箱 1 日体連規格品　5段組
ガステーブル 1 ＰＴＳ３０ＴＢ　リンナイ
湯沸機 1 ＲＵＳ－５１ＭＴ　リンナイ
オイルタンク 1 サンダイヤ　KSI-490
メガホン　 1 TOAER-510S　サイレン付
ファクシミリ 1 KX-PZ720DL—N
一輪車 1 一輪車　FL160フラミンゴ
デジタルカメラ 1 SX620HS8G（キャノン）

備 品 一 覧

女
鹿
沢
児
童
館



（別紙３）

設置場所 品　名 数量 規格・仕様
片袖机 1 PLUS　145＊63*73
片袖机 3 ナイキ　145＊63＊73
会議用テーブル 10 折りたたみ式１８０＊４５＊７０
座卓 3 YF-600　プラス
ロッカー 1 ナイキ　4連式
ロッカー 1 ＨＳ６３．ＨＧ６３．Ｈ６３Ｂ　ナイキ
学童用カバン入れ 1 １２０＊１８３＊８０
学童用カバン入れ 1 ２７０＊４０＊１００
学童用ゲタ箱　　 1 ３０５＊４０＊１５０
学童用ゲタ箱　　 1 １６４＊４０＊１１４
テレビ 1 地上デジタル放送対応液晶テレビ
エアコン 2
オーブンレンジ 1 NE-TS3　ナショナル
洗濯機 1 NA-F4285－H　ナショナル
冷蔵庫 1 ＳＪ－Ｆ462EーＳ（シャープ）
ストーブ 1 ＳＬ－66E（コロナ）
ストーブ 1 ＦＦ－6817ＰＲ－Ｗ（コロナ）
ストーブ 1 ＦＦ5010ＴＬＮ（サンポット）
ストーブ 1 ＦＦ74－Ｃ（コロナ）
ミシン 1 ジャノメ815型
バスケット台 1 壁に取り付け
一輪車　 3 F180　ミヤタ
一輪車　 4 F200　ミヤタ
一輪車　 2 F240　ミヤタ
一輪車　 6 ミズ㈱
一輪車　 5 16インチ（ミヤタフラミンゴＦ168、Ｆ167）
一輪車　 1 ミヤタフラミンゴ18インチ
一輪車スタンド　 1 Suｆ２０
剣道竹刀入れ　 1 スチール製
卓球台 2 タマス　９５１２０
オルガン 1 ヤマハ
ガステーブル 1 410ZA 　リンナイ
ピアノ 1 E1892538　ヤマハ
調理台 1 ２１０＊９０＊１８０
ワイヤレスアンプ 1
湯沸機 1 RUX-V1010SWFA　リンナイ
防球ネット 1
ペーパーカッター　 1 ウチダ　紙押え1号型
ホームタンク 1 GT490S　サンダイヤ
漏電火災報知器 1
一輪車 1 一輪車　FL160フラミンゴ
デジタルカメラ 1 SX620HS8G（キャノン）
ファクシミリ 1 KX-PZ720DL-N（パナソニック）

備 品 一 覧

平
川
児
童
館



（別紙３）

設置場所 品　名 数量 規格・仕様
テーブル 2 学童用丸型（w900*D900*H660)
テーブル 5 学童用角型　（ｗ1，810＊D905＊H660）
庁議用テーブル 8 ＹＭ－６１５　プラス
肘付回転椅子 2 プラス
ロッカー 1 ＬＫ－４２　プラス
学童用カバン入れ 1 ９０＊１８０＊４１
学童用ゲタ箱　　 1 １７３＊１８０＊３５
書庫 1 プラス　　40＊1，750＊965
パソコン 1 デスクトップパソコン
プリンタ 1 IX6830
ブルーレイディスクレコーダー 1 DMR-2CW100（パナソニック）
テレビ 1 地上デジタル放送対応液晶テレビ
エアコン 1 富士通ゼネラル　AS-V63K2W
プレーヤー 1 ＲＸＮＤ－８１　パナソニック
掃除機 1 日立　CV-KV70G
冷蔵庫 1 ＮＲ－１３１４１７３　　ナショナル
ストーブ 1 ＢＨ－３５　２０ＧＢ　長府石油
ストーブ 1 CHOFU　スーパーヒーター　SH-15DH
ストーブ 1 トヨトミ　FF-4500
ストーブ 2
ブランコ　 1 2連
ロープスイング　 1 戸外固定遊具
グランドゴルフ(用具一式)　 1 大人用ステック６、ボール６．マット。ポールポスト、ジュニア用ステック６．ボール６．旗３．バック３

テント　 1 集会用　H4号　2間＊3間
一輪車　 7 Ｆ１８０
一輪車　 6 Ｆ２００
一輪車　 2 ミヤタフラミンゴ18インチ
一輪車　 1 ミヤタフラミンゴ16インチ
一輪車スタンド　 2 20台掛け
卓球台 2 ＫＴ－１７１Ｎ　プラス
オイルタンク 1 サンダイヤ　KSI-490
はしご 1 プラスPP-18　アルミ製
一輪車 1 一輪車　FL200フラミンゴ
デジタルカメラ 1 SX620HS8G（キャノン）

備 品 一 覧

吉
野
田
児
童
館



（別紙３）

設置場所 品　名 数量 規格・仕様
机　 1 木製机　１８０＊１２０＊７５
机　 1 木製円型机（2個1セット）
机　 1 学研　６人用机　120*60
片袖机 4 １００＊７０＊７０
テーブル 30 足折りたたみ式テーブル　プラスJOIFA331
座卓 25 ウチダ　D-1860型
座卓 1 学童用円型座卓
折りたたみ椅子　 200 プラスJOIFA６２０
肘なし回転椅子 4 コクヨ
キャビネット 1 １７７＊４０＊８８＊１
キャビネット 1 ８８＊４０＊８８＊１
キャビネット 1 ４０＊８８＊８８＊１
ロッカー 1 ９０＊５０＊１８０
ロッカー 3 学童用洋服掛け付ロッカー　176＊325＊120
パソコン 1 デスクトップパソコン
プリンタ 1 IX6830（キャノン）
ＤＶＤレコーダー 1
カメラ 1 N１１５　キャノンボーイ
ファクシミリ 1 ＫＸ－ＰＺ710ＤＬ
テレビ 1 地上デジタル放送対応液晶テレビ
テレビ専用台 1
教材ソフト 1 MFC-6200CLMブラザー
洗濯機 1 NW-229　NEC
掃除機 1 MC-G330　ナショナル
冷蔵庫 1 NR-159　三菱
ストーブ 1 SV-2008　コロナ
ストーブ 1 FF-95GTX　サンポット
ストーブ 1 FF-99RF　サンポット
ストーブ 1 FF-95RF　サンポット
ストーブ 1 FF-95FF　サンポット
ストーブ 8 SPACE　HEATER　CORRCNA　FF，1600BTホワイト（ガンバーナ式）

ストーブ 2 コロナ　ポータブル
エアコン 3
オニム　 1 ９６＊９６＊５
キッカーボード　 1 遊具
グランドゴルフ 1 小学生用
テント　 1 14号Aタイプ白
一輪車　 5 F180
一輪車　 1 S180
一輪車　 2 Ｓ160
一輪車　 4 F200
一輪車　 2 ミヤタフラミンゴ18インチ
一輪車　 3 ミヤタフラミンゴ16インチ
一輪車　 1 ミヤタフラミンゴ14インチ
一輪車　 2 14型　トーエーライト T-2664Ｂ
一輪車　 2 18型　トーエーライト T-1661Ｂ
一輪車スタンド　 2 20台掛け用
卓球台 1 カワイKS-610S13
ガステーブル 2 SUNWAVE　MG-304　リンナイ
ピアノ 1 U３E　７７１７７３
太鼓 15 大太鼓
太鼓 3 中太鼓
太鼓 1 さんちょう
太鼓 1 さんちょう台
太鼓 15 太鼓台大
調理台 1 ９０＊２４０＊７０
流し台 2 SUNWAVE　　リンナイ
オイルタンク 1 ｋSI-490
オイルタンク 1 KS-490　サンダイヤ　据え置き式
はしご 1 LHK-18　三協アルミ
ポリッシャー　 1 １２K高速
ホワイトボード 1 プラス　180＊90　脚付き
消火器 2 MIYATA　粉末ABC
放送設備 1 TCA　PA.AMPLIFIER　TA2030
一輪車 1 一輪車　FL160フラミンゴ
デジタルカメラ 1 SX620HS8G（キャノン）

備 品 一 覧

杉
高
児
童
館



(別添）

月 浪岡中央児童館 五本松児童館 王余魚沢児童館 女鹿沢児童館 平川児童館 吉野田児童館 杉高児童館 合同事業

通学路の安全点検と 通学路安全点検＆ 中央児童館と合同事業 通学路安全確認＆ 春のクリーン作戦＆ 春のクリーン作戦（母ク共） 通学路安全点検
　　　クリーン作戦 　　　　歩行指導 　　　クリーン作戦 通学路安全点検（母ク共） お楽しみ会＆通学路点検 クリーン作戦＆
お楽しみ交流会 わくわくお楽しみ会 お楽しみ交流会 お花見散歩 　　　　（母ク共） 　　　　お楽しみ会

花壇作り（母親ク共） 母の日プレゼント作り 中央児童館と合同事業 花壇作り 菜園作り（母ク共） わくわくハイキング 花壇作り
春の清掃活動＆ モルック お楽しみ交流会 おにぎり屋よしのだ わくわく工作

子ども食堂㏌児童館 　　　　棒パン作り

何でもクラフト製作D グランドゴルフ地域交流会 中央児童館と合同事業 工作day 平児子リンピック 作って遊ぼう工作day ミニハイキング
ミニリンピック2024 七夕飾り製作週間 ビンゴオリエンテーリング 　　　（母ク共） ミニグランドゴルフ ボチャ大会【大杉

読み聞かせ（母ク共） 公民館共催】
第３９回子供の祭典 子供の祭典 中央児童館と合同事業 子供の祭典 子供の祭典 子供の祭典 子供の祭典 第39回子どもの祭典

かき氷屋さんopen！ 夏の涼を楽しむ会 夏休み企画① 夏休み工作（母ク共） そうめんを食べよう！ 夕涼み会【子ども会共催】

　　（流しそうめん） （そうめんランチ＆ブレスレッド） 平児ウォーターフェス

ぬり絵・イラストコンテスト 夏の涼を楽しむ会 中央児童館と合同事業 夏休み企画②（かき氷） かき氷月間 かき氷週間 かき氷まつり
冷たい食堂 　　（かき氷） 夏休み企画③ 平児・夏祭り（母ク共） dayキャンプ㏌児童館 【大杉公民館共催】

ミニ縁日 　（児童館縁日ごっこ） 　　　　（母ク共） ねぷた絵色付け体験

そうめん食堂すぎたか

秋祭り児童館（母ク共） ミニ遠足 中央児童館と合同事業 軽スポーツ大会 軽スポーツ大会 軽スポーツ大会 軽スポーツ大会 軽スポーツ大会
軽スポーツ大会 軽スポーツ大会 ハイキング（秋） 総合訓練＆収穫祭① 吉野田児童館秋祭り 秋のハイキング♪

　　　　　（母ク共） 　　　　（母ク共）

総合訓練＆さつまいもS 秋の清掃活動＆ 中央児童館と合同事業 工作day② アップルヒル遠足 収穫祭＆ミニゲーム カレーを作ろう♪
秘密のハロウィンparty 　　　　ほくほく会 秋祭り（母ク共） ハロウィン・パーティー halloween  paty★

チャレンジディー ハロウィン
芸術鑑賞教室 芸術鑑賞教室 中央児童館と合同事業 芸術鑑賞教室 芸術鑑賞教室 クリスマス会リース作り 食欲の秋!!まんぷくday 芸術鑑賞教室
勤労感謝デー 勤労感謝ディー 焼き芋 正月飾り＆収穫祭② 　　　　（母ク共） 芸術鑑賞教室

　　　　（母ク共） 芸術鑑賞教室

第３３回ドッジボール大会 ドッジボール大会 中央児童館と合同事業 ドッジボール大会 ドッジボール大会 ドッジボール大会 ドッジボール大会 ドッジボール大会
大掃除・年越しそば クリスマス会 クリスマス会 クリスマス会 クリスマス会（母ク共） クリスマスパーティー

クリスマス会（母ク共） 年末大掃除＆年越しそば 大掃除 大掃除・年越しうどん 年末大掃除＆年越しうどん 年末大掃除＆年越しそば

伝承遊び記録会＆ 伝承遊び＆鏡開き 中央児童館と合同事業 新春お楽しみ会 新春お楽しみ会＆ 冬まつり（母ク共） 新春お楽しみ会
　　雪で遊ぶ会 わくわく工作 宝探し 　鏡開き（母ク共） 豆まきときりたんぽ作り スノーフェステバル

映画鑑賞
ステージ発表会 ステージ発表会 中央児童館と合同事業 ステージ発表会 ステージ発表会 ステージ発表会 ステージ発表会 ステージ発表会
バレンタインクッキング スノーフェステバル バレンタイン 読み聞かせ＆ ハッピーバレンタイン

バレンタイン（母ク共）

進級お祝い会 卒業・進級お祝い会 中央児童館と合同事業 進級お祝い会 進級お祝い会（母ク共） 卒業・進級お祝い会 卒業・進級お祝い会

（母ク共） 　　　　（母ク共） 【子ども会共催】

その他
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（別添）

月 五本松児童館 王余魚沢児童館 女鹿沢児童館 平川児童館 吉野田児童館 杉高児童館 合同事業

通学路安全点検と 中央児童館と合同事業 通学路安全確認＆ 春のクリーン作戦& 春のクリーン作戦 通学路安全点検
　　　　　歩行指導 　　　クリーン作戦 通学路安全点検（母ク） 　　　　（母ク共） クリーン作戦＆
わくわくお楽しみ会 お楽しみ交流会 お花見散歩 わくわくお楽しみ会 　　　　お楽しみ会

レッツゴー・ウォーク 中央児童館と合同事業 菜園＆花壇作り 菜園作り（母ク共） 菜園作り＆棒パン作り 杉高農園を作ろう
春の清掃活動＆ 地域探検 お楽しみ交流会 ハイキングに行こう！ わくわく工作day
　　　　棒パン作り

グランドゴルフ地域交流会 中央児童館と合同事業 工作day① 平児・子リンピック 工作day ミニハイキング
わくわく工作① スポーツチャレンジ 　　　　（母ク共） ミニグランドゴルフ大会 【大杉公民館共催】

読み聞かせ 　　　（母ク共） 　　　地域交流
子供の祭典 中央児童館と合同事業 子供の祭典 子供の祭典 子供の祭典 子供の祭典 第40回子どもの祭典

夏の涼を楽しむ会・ 夏休み企画① 夏休み工作 夕涼み会
　　　流しそうめん 　　　（そうめん） ウォーターフェス そうめんを食べよう！ 【子ども会共催】
かき氷週間 中央児童館と合同事業 夏休み企画②（かき氷） かき氷月間 かき氷OPEN! 甘味処すぎたか
ミニ縁日 夏休み企画③ 夏祭り（母ク共） dayキャンプ㏌児童館 流しそうめん

　　（児童館縁日） （母ク共催） 地域交流（大杉公民館共催）

ステージ発表会 中央児童館と合同事業 ステージ発表会 ステージ発表会 ステージ発表会 ステージ発表会 ステージ発表会
ミニ遠足 地球探検 総合訓練＆収穫祭① 秋祭り（母ク共） ハイキングに行こう♪

　　　（母ク共）
秋の清掃活動＆ 中央児童館と合同事業 工作day② アップルヒル遠足 焼き芋会 食欲の秋まんぷくDAY

　　　　BBQタイム ハロウィンパーティー 秋祭り（母ク共） hallowenn  party★

ハロウィンパーティ hallowenn  party
芸術鑑賞教室 中央児童館と合同事業 芸術鑑賞教室 芸術鑑賞教室 芸術鑑賞教室 芸術鑑賞教室 芸術鑑賞教室
勤労感謝デー 焼き芋＆棒パン 秋のクリーン作戦＆収穫祭② プレゼント作り わくわく工作day

クリスマスグッツ作り 野沢公民館祭り
ドッジボール大会 中央児童館と合同事業 ドッジボール大会 ドッジボール大会 ドッジボール大会 ドッジボール大会 ドッジボール大会
クリスマス会 クリスマス会 クリスマス会（母ク共） クリスマス会 クリスマス会（子共）

年末大掃除・年越しそば 大掃除・年越しそば 大掃除＆年越しそば 大掃除・年越しそば 大掃除・年越しそば

新春お楽しみ会 中央児童館と合同事業 新春お楽しみ会 新春お楽しみ会＆ 冬まつり 新春おたのしみ会
わくわく工作② スノーチャレンジ 　　　　　　鏡開き （母ク共） スノーフェステバル

冬まつり（母ク共） 恵方巻
軽スポーツ大会 中央児童館と合同事業 軽スポーツ大会 軽スポーツ大会 軽スポーツ大会 軽スポーツ大会 軽スポーツ大会
スノーフェステバル チャレンジクッキング 読み聞かせ＆ バレンタイン❤ happy valentien❤ （浪岡体育館共催）

バレンタイン（母ク共） 　　　　クッキング

卒業・進級お祝い会 中央児童館と合同事業 進級お祝い会 進級お祝い会 卒業・進級お祝い会 卒業・進級お祝い会

　　　　（母ク共） 　　（母ク共催） （子ども会共同事業）３

その他
避難・消火訓練（月１回）
遊具の安全点検（月２回）

１１

１２

１

２

７
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９

１０

　　　　　　　　　　　令和７年度　事業活動計画
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○青森市児童福祉施設の設置及び管理に関する条例 

平成十七年四月一日 

条例第百十七号 

改正 平成一七年九月条例第二七〇号 

平成一八年三月条例第二三号 

平成一八年六月条例第五六号 

平成一九年三月条例第一六号 

平成一九年三月条例第二三号 

平成二〇年三月条例第一四号 

平成二一年三月条例第一二号 

平成二二年三月条例第一〇号 

（趣旨） 

第一条 この条例は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二の規

定により、児童福祉施設の設置及び管理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第二条 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。）に定める母子

生活支援施設及び児童厚生施設を設置する。 

（平成二二条例一〇・一部改正） 

（名称、位置等） 

第三条 母子生活支援施設の名称、位置及び収容定数は、次のとおりとする。 

名称 位置 収容定数 

青森市立すみれ寮 青森市大字石江字江渡五九番地二 三五世帯 

２ 児童厚生施設のうち児童遊園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

一 青森市立花園児童遊園 青森市花園一丁目四番内 

二 青森市立上八ツ橋児童遊園 青森市大字筒井字八ツ橋一一三番地一七 

三 青森市立篠田児童遊園 青森市篠田二丁目十二番内 

四 青森市立原別児童遊園 青森市原別五丁目六十四番内 

五 青森市立浪館児童遊園 青森市大字浪館字近野一番地四 

六 青森市立大矢沢児童遊園 青森市大字大矢沢字里見三五番地二 

七 青森市立三内児童遊園 青森市大字三内字沢部一九一番地 
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八 青森市立奥野児童遊園 青森市奥野三丁目十三番内 

九 青森市立馬屋尻児童遊園 青森市大字馬屋尻字小金沢八番地一 

十 青森市立南栄町児童遊園 青森市花園二丁目十一番内 

十一 青森市立新城児童遊園 青森市大字新城字平岡二五八番地七八 

十二 青森市立清水児童遊園 青森市大字清水字浜元四五番地 

十三 青森市立松森児童遊園 青森市松森三丁目二十番内 

十四 青森市立小館児童遊園 青森市大字小館字桜苅一八〇番地 

十五 青森市立浅虫児童遊園 青森市大字浅虫字山下一三四番地 

十六 青森市立雲谷児童遊園 青森市大字雲谷字山吹四七番地 

十七 青森市立合浦児童遊園 青森市港町三丁目十番内 

十八 青森市立石江児童遊園 青森市大字石江字江渡五九番地二 

十九 青森市立新井田児童遊園 青森市大字油川字千苅七四番地一 

二十 青森市立細越児童遊園 青森市大字細越字栄山四七〇番地 

二十一 青森市立後潟児童遊園 青森市大字後潟字平野一一八番地 

二十二 青森市立八ツ役児童遊園 青森市大字八ツ役字芦谷二五八番地一 

二十三 青森市立油川児童遊園 青森市大字油川字大浜一四四番地一 

二十四 青森市立御園町児童遊園 青森市花園二丁目三十二番内 

二十五 青森市立山田児童遊園 青森市大字新城字山田六六五番地八四 

二十六 青森市立滝内児童遊園 青森市大字三内字稲元一二二番地一 

二十七 青森市立袰懸児童遊園 青森市小柳一丁目三番内 

二十八 青森市立横内児童遊園 青森市大字横内字亀井四六番地二 

二十九 青森市立宮田児童遊園 青森市大字宮田字玉水一八二番地一 

三十 青森市立新田児童遊園 青森市新田二丁目十一番内 

三十一 青森市立内真部児童遊園 青森市大字内真部字岸田五九番地 

三十二 青森市立原別中央児童遊園 青森市大字原別字神崎一番地一 

三十三 青森市立駒込児童遊園 青森市大字駒込字見吉一二六番地 

三十四 青森市立袰懸第二児童遊園 青森市小柳六丁目二番内 

三十五 青森市立千富児童遊園 青森市千富町二丁目四番四号地先 

三十六 青森市立横内第二児童遊園 青森市大字横内字亀井二八番地内 

三十七 青森市立すみれ団地児童遊園 青森市筒井二丁目七三〇番地 

三十八 青森市立戸門児童遊園 青森市大字戸門字山部一四二番地六〇 
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３ 児童厚生施設のうち児童館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

一 青森市立後潟児童館 青森市大字六枚橋字不浪知一七番地 

二 青森市立戸山児童館 青森市大字戸山字赤坂三五番地三 

三 青森市立野内児童館 青森市大字野内字菊川一五九番地二 

四 青森市立高田児童館 青森市大字高田字日野二二六番地 

五 青森市立安田児童館 青森市大字安田字近野三七〇番地 

六 青森市立相野児童館 青森市富田二丁目二十七番七号 

七 青森市立平新田児童館 青森市大字平新田字森越一一八番地一 

八 青森市立三内児童館 青森市大字三内字沢部二〇九番地一 

九 青森市立奥内児童館 青森市大字清水字浜元四五番地 

十 青森市立浪岡中央児童館 青森市浪岡大字浪岡字細田二〇〇番地二 

十一 青森市立五本松児童館 青森市浪岡大字五本松字松本一六番地 

十二 青森市立王余魚沢児童館 青森市浪岡大字王余魚沢字北村元二九番地 

十三 青森市立女鹿沢児童館 青森市浪岡大字女鹿沢字東富田五七番地二 

十四 青森市立平川児童館 青森市浪岡大字浪岡字平野一七四番地三 

十五 青森市立吉野田児童館 青森市浪岡大字吉野田字木戸口一〇番地一 

十六 青森市立杉高児童館 青森市浪岡大字高屋敷字後田三二番地一 

（平成一七条例二七〇・全改、平成一八条例二三・平成一九条例二三・平成二〇条

例一四・平成二一条例一二・平成二二条例一〇・一部改正） 

（開館時間等） 

第四条 児童館の開館時間及び休日は、利用者の利便性及び各施設の運営の効率性を考慮し

て、規則で定める。 

（平成一七条例二七〇・全改、平成二二条例一〇・一部改正） 

（指定管理者による管理） 

第五条 第三条第三項の表の各号に掲げる児童館の管理は、青森市公の施設に係る指定管理

者の指定手続等に関する条例（平成十七年青森市条例第三十号）に基づき市長が指定する

もの（以下「指定管理者」という。）に、これを行わせる。 

（平成一七条例二七〇・追加、平成一八条例五六・平成一九条例二三・平成二〇条

例一四・平成二一条例一二・一部改正、平成二二条例一〇・旧第七条繰上・一部改

正） 
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（指定管理者が行う管理の業務） 

第六条 児童館の指定管理者は、次に掲げる管理の業務を行うものとする。 

一 児童館の業務として市長が児童館ごとに定める業務に関すること。 

二 児童館の維持管理に関すること。 

（平成一七条例二七〇・追加、平成二一条例一二・一部改正、平成二二条例一〇・

旧第八条繰上・一部改正） 

（委任） 

第七条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

（平成一七条例二七〇・旧第八条繰下、平成二二条例一〇・旧第九条繰上） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十七年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の青森市児童福祉施設の設置及び管理に関す

る条例（昭和三十九年青森市条例第十四号）又は浪岡町児童館設置条例（昭和三十九年浪

岡町条例第十一号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例

の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成一七年九月条例第二七〇号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

（青森市立本郷保育所条例の廃止） 

２ 青森市立本郷保育所条例（平成十七年青森市条例第百十八号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の日の前日までに、前項の規定による廃止前の青森市立本郷保育所条例

の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例による改正後の青森市児童福

祉施設の設置及び管理に関する条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成一八年三月条例第二三号） 

（施行期日） 

この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則（平成一八年六月条例第五六号） 

（施行期日） 
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この条例は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則（平成一九年三月条例第一六号） 

（施行期日） 

この条例は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則（平成一九年三月条例第二三号） 

（施行期日） 

この条例は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則（平成二〇年三月条例第一四号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十年四月一日から施行する。 

附 則（平成二一年三月条例第一二号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成二二年三月条例第一〇号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十二年四月一日から施行する。 
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○青森市児童館規則 

平成十七年四月一日 

規則第七十八号 

改正 平成一八年三月規則第二四号 

平成一九年三月規則第六号 

平成二〇年三月規則第一三号 

平成二二年三月規則第二三号 

（趣旨） 

第一条 この規則は、青森市児童福祉施設の設置及び管理に関する条例（平成十七年青森市

条例第百十七号）に規定する児童館及びそれに準ずる施設である児童室（以下「児童館等」

という。）の管理及び運営について、必要な事項を定めるものとする。 

（開館時間及び休日） 

第二条 児童館等の開館時間は、午前九時（青森市立王余魚沢児童館にあっては、午後二時）

から午後六時までとする。ただし、青森市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則（平

成十七年青森市教育委員会規則第十三号）第三条第一項第三号から第七号までに掲げる休

業日及び土曜日については、午前八時から午後六時までとする。 

２ 児童館等の休日は、国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第百七十八号）に規定

する休日、日曜日及び十二月二十九日から翌年一月三日までとする。 

３ 前二項の規定にかかわらず、やむを得ない理由があると認めるときは、開館時間を変更

し、又は休日においても開館し、若しくは休日以外の日においても休日とすることがある。 

（平成二二規則二三・全改） 

（利用対象者） 

第三条 児童館等を利用することができる者は、次の各号のいずれかに掲げる者とする。 

一 すべての児童 

二 子供会、母親クラブ等の組織活動をする者 

三 その他市長が特に必要と認めた者 

２ 前項第一号に掲げる者のうち、主に指導の対象となる児童は、概ね三歳以上の幼児、昼

間保護者のいない家庭等で児童健全育成上指導を必要とする学童（小学校一学年から三学

年までの児童をいう。以下同じ。）その他の学童とする。 

（平成一九規則六・旧第四条繰上） 

（雑則） 
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第四条 この規則に定めるもののほか、児童館の管理に関し必要な事項は、別に定める。 

（平成一九規則六・旧第七条繰上） 

附 則 

（施行期日） 

この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

（平成二二規則二三・旧第一項・一部改正） 

附 則（平成一八年三月規則第二四号） 

（施行期日） 

この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則（平成一九年三月規則第六号） 

（施行期日） 

この規則は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則（平成二〇年三月規則第一三号） 

（施行期日） 

この規則は、平成二十年四月一日から施行する。 

附 則（平成二二年三月規則第二三号） 

（施行期日） 

この規則は、平成二十二年四月一日から施行する。 
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○青森市情報公開条例 

平成十七年四月一日 

条例第二十六号 

改正 平成一九年九月条例第四一号 

平成二一年三月条例第五号 

平成二一年一二月条例第三六号 

（目的） 

第一条 この条例は、行政文書の開示を請求する市民の権利を明らかにするとともに、情報

公開の総合的な推進に関し必要な事項を定めることにより、市民の市政参加を一層促進し、

もって公正な市政の確保と市政に対する市民の信頼の増進に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評

価審査委員会、公営企業管理者及び議会並びに市が設立した地方独立行政法人（地方独

立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人

をいう。以下同じ。）をいう。 

二 行政文書 実施機関の職員（市が設立した地方独立行政法人にあっては、役員を含む。

以下同じ。）が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるも

のとして、当該実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

イ 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的

として発行されるもの 

ロ 図書館等において、歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別

の管理がされているもの 

（平成二一条例五・一部改正） 

（解釈及び運用） 

第三条 実施機関は、この条例の解釈及び運用に当たっては、行政文書の開示を請求する市

民の権利を十分に尊重するものとする。この場合において、実施機関は、個人に関する情

報がみだりに公にされることのないよう最大限の配慮をしなければならない。 
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（適正使用） 

第四条 この条例の定めるところにより行政文書の開示を受けたものは、これによって得た

情報をこの条例の目的に即して適正に使用しなければならない。 

（行政文書の開示請求） 

第五条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施機関の保有す

る行政文書の開示を請求することができる。 

（開示請求の手続） 

第六条 前条の規定による開示の請求（以下「開示請求」という。）は、次に掲げる事項を

記載した書面（以下「開示請求書」という。）を実施機関に提出して行わなければならな

い。 

一 開示請求をする者の氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体にあっては代表

者の氏名 

二 行政文書の名称その他の開示請求に係る行政文書を特定するために必要な事項 

三 前二号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 

２ 実施機関は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以

下「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができ

る。この場合において、実施機関は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供す

るよう努めなければならない。 

（行政文書の開示義務） 

第七条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げ

る情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示請

求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。 

一 法令若しくは他の条例（以下「法令等」という。）の規定により、又は実施機関が法

律上従う義務を有する国の機関の指示により公にすることができない情報 

二 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当

該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることと

なるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

イ 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている

情報 
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ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認め

られる情報 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第一項

に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第二

項に規定する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行

政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四十号）第二条第

一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員並びに地方公務

員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二条に規定する地方公務員並びに地方独

立行政法人の役員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂

行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏名及び当該職務

遂行の内容に係る部分 

三 法人その他の団体（市、国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政法

人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関

する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護す

るため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。 

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるもの 

ロ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、

法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該

条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認めら

れるもの 

四 公にすることにより、犯罪の予防又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報 

五 市の機関、国の機関、独立行政法人等、他の地方公共団体の機関及び地方独立行政法

人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすること

により、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当

に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利

益を及ぼすおそれがあるもの 

六 市の機関、国の機関、独立行政法人等、他の地方公共団体の機関又は地方独立行政法

人が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれ

その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
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れがあるもの 

イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な

事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはそ

の発見を困難にするおそれ 

ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市、国、独立行政法人等、他の地方公共団

体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するお

それ 

ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

ニ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ホ 市、国若しくは他の地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等又は地方独立行

政法人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

（平成一九条例四一・平成二一条例五・一部改正） 

（部分開示） 

第八条 実施機関は、開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている場合に

おいて、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができるときは、開

示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。ただし、当該部

分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められるときは、この限りでない。 

２ 開示請求に係る行政文書に前条第二号の情報（特定の個人を識別することができるもの

に限る。）が記録されている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の特

定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことにより、公にしても、

個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、

同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（公益上の理由による裁量的開示） 

第九条 実施機関は、開示請求に係る行政文書に不開示情報（第七条第一号に該当する情報

を除く。）が記録されている場合であっても、公益上特に必要があると認めるときは、開

示請求者に対し、当該行政文書を開示することができる。 

（行政文書の存否に関する情報） 

第十条 開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけ

で、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らか

にしないで、当該開示請求を拒否することができる。 

（開示請求に対する決定等） 
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第十一条 実施機関は、開示請求に係る行政文書の全部又は一部を開示するときは、その旨

の決定をし、開示請求者に対し、その旨並びに開示を実施する日時及び場所を書面により

通知しなければならない。ただし、開示請求があった際、直ちに、開示請求に係る行政文

書の全部を開示する旨の決定をし、かつ、当該決定に基づき開示する場合にあっては、口

頭で告知すれば足りる。 

２ 実施機関は、開示請求に係る行政文書の全部を開示しないとき（前条の規定により開示

請求を拒否するとき及び開示請求に係る行政文書を保有していないときを含む。）は、開

示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならな

い。 

３ 実施機関は、行政文書の全部又は一部を開示しない旨の決定をしたときは、その理由並

びに当該行政文書の全部又は一部を開示することができる期日が明らかであるときは、当

該期日及び開示することができる範囲を前二項の書面に記載しなければならない。 

（開示決定等の期限） 

第十二条 前条第一項又は第二項の規定による決定（以下「開示決定等」という。）は、開

示請求があった日から十五日以内にしなければならない。ただし、第六条第二項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるとき

は、同項に規定する期間を三十日以内に限り延長することができる。この場合において、

実施機関は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通

知しなければならない。 

３ 開示請求に係る行政文書が著しく大量であるため、開示請求があった日から四十五日以

内にそのすべてについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずる

おそれがある場合には、前二項の規定にかかわらず、実施機関は、開示請求に係る行政文

書のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの行政文書については相

当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、実施機関は、第一項に規定

する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

一 この項の規定を適用する旨及びその理由 

二 残りの行政文書について開示決定等をする期限 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第十三条 開示請求に係る行政文書に市、国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地方独

立行政法人及び開示請求者以外の者（以下この条及び第十七条において「第三者」という。）
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に関する情報が記録されているときは、実施機関は、開示決定等をするに当たって、当該

情報に係る第三者に対し、開示請求に係る行政文書の表示その他実施機関が定める事項を

通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、第十一条第一項の開示決定（以下

「開示決定」という。）に先立ち、当該第三者に対し、開示請求に係る行政文書の表示そ

の他実施機関が定める事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなければ

ならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

一 第三者に関する情報が記録されている行政文書を開示しようとする場合であって、当

該情報が第七条第二号ロ又は同条第三号ただし書に規定する情報に該当すると認めら

れるとき。 

二 第三者に関する情報が記録されている行政文書を第九条の規定により開示しようと

するとき。 

３ 実施機関は、前二項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該行政文

書の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、

開示決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも二週間を置かなければならない。こ

の場合において、実施機関は、開示決定後直ちに、当該意見書（第十七条において「反対

意見書」という。）を提出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示

を実施する日を書面により通知しなければならない。 

（開示の実施） 

第十四条 行政文書の開示は、文書、図画又は写真については閲覧又は写しの交付により、

フィルムについては視聴又は写しの交付により、電磁的記録についてはその種別、情報化

の進展状況等を勘案して実施機関が定める方法により行う。ただし、開示請求に係る行政

文書を直接閲覧又は視聴に供することにより当該行政文書が汚損され、又は破損されるお

それがあるとき、開示請求に係る行政文書の一部を開示するときその他正当な理由がある

ときは、当該行政文書に代えて、当該行政文書を複写した物を閲覧若しくは視聴に供し、

又はその写しを交付することにより、これを行うことができる。 

２ 行政文書の開示は、文書、図画、写真又はフィルムについてこれらの写し又はこれらを

複写した物の写しを送付する場合を除き、実施機関が開示決定の通知の際に指定する日時

及び場所において行う。 

３ 開示決定に基づき行政文書の開示を受けた者は、最初に開示を受けた日から三十日以内

に限り、実施機関に対し、更に開示を受ける旨を申し出ることができる。 
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（他の制度との調整） 

第十五条 実施機関は、法令等の規定により、何人にも開示請求に係る行政文書が前条第一

項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされている場合（開示の期間が定め

られている場合にあっては、当該期間内に限る。）には、同項本文の規定にかかわらず、

当該行政文書については、当該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該法令等の

規定に一定の場合には開示をしない旨の定めがあるときは、この限りでない。 

２ 法令等の規定による開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第一項本文の閲覧

とみなして、前項の規定を適用する。 

（費用負担） 

第十六条 この条例の規定による行政文書の開示に係る手数料は、無料とする。 

２ 開示請求をして文書、図画、写真若しくはフィルム又はこれらを複写した物の写しの交

付を受ける者は、当該写しの作成及び送付に要する費用の額として実施機関が定める額を

負担しなければならない。 

３ 開示請求をして電磁的記録の開示を受ける者は、開示の方法ごとに当該開示の実施に要

する費用の額として実施機関が定める額を負担しなければならない。 

（市が設立した地方独立行政法人に対する異議申立て） 

第十六条の二 市が設立した地方独立行政法人がした開示決定等又は当該地方独立行政法

人に対する開示請求に係る不作為について不服がある者は、当該地方独立行政法人に対し、

行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）による異議申立てをすることができる。 

（平成二一条例五・追加） 

（不服申立てがあった場合の手続） 

第十七条 開示決定等について行政不服審査法による不服申立てがあったときは、当該不服

申立てに対する決定をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、青

森市情報公開・個人情報保護審査会に諮問しなければならない。 

一 不服申立てが不適法であり、却下するとき。 

二 決定で、不服申立てに係る開示決定等（開示請求に係る行政文書の全部を開示する旨

の決定を除く。以下この号及び第四項第二号において同じ。）を取り消し、又は変更し、

当該不服申立てに係る行政文書の全部を開示することとするとき。ただし、当該開示決

定等について反対意見書が提出されているときを除く。 

２ 前項の規定により諮問をした実施機関（以下「諮問実施機関」という。）は、次に掲げ

る者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 
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一 不服申立人及び参加人 

二 開示請求者（開示請求者が不服申立人又は参加人である場合を除く。） 

三 当該不服申立てに係る開示決定等について反対意見書を提出した第三者（当該第三者

が不服申立人又は参加人である場合を除く。） 

３ 諮問実施機関は、諮問に対する答申を尊重して当該不服申立てについての決定を行わな

ければならない。 

４ 第十三条第三項の規定は、次の各号のいずれかに該当する決定をする場合について準用

する。 

一 開示決定に対する第三者からの不服申立てを却下し、又は棄却する決定 

二 不服申立てに係る開示決定等を変更し、当該開示決定等に係る行政文書を開示する旨

の決定（第三者である参加人が当該行政文書の開示に反対の意思を表示している場合に

限る。） 

（平成二一条例五・一部改正） 

（開示請求をしようとする者に対する情報の提供等） 

第十八条 実施機関は、開示請求をしようとする者が容易かつ的確に開示請求をすることが

できるよう、当該実施機関が保有する行政文書の特定に資する情報の提供その他開示請求

をしようとする者の利便を考慮した適切な措置を講ずるものとする。 

（行政文書の管理） 

第十九条 実施機関は、この条例の適正かつ円滑な運用に資するため、行政文書を適正に管

理するものとする。 

２ 実施機関は、行政文書の管理に関する定めを設け、行政文書の分類、作成、保存及び廃

棄に関する基準その他の行政文書の管理に関し必要な事項について定め、一般の閲覧に供

しなければならない。 

（開示状況の公表） 

第二十条 市長は、毎年度、この条例による行政文書の開示の状況を公表しなければならな

い。 

（情報公開の総合的推進） 

第二十一条 市は、この条例による行政文書の開示のほか、市民が市政に関する情報を迅速

かつ容易に得られるよう、広報活動、市が出資する法人等の事業、委託事業及び補助金等

の交付に係る事業の実施状況に関する資料の収集及び整備その他の行政資料の提供等の

情報提供施策の充実を図ることにより、情報公開の総合的推進に努めるものとする。 
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（市が出資する法人の情報公開） 

第二十二条 市が出資する法人のうち市長が定める法人は、この条例の趣旨にのっとり、そ

の保有する情報の開示及び提供を行うため必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

（指定管理者の情報公開） 

第二十三条 指定管理者（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二

第三項に規定する指定管理者をいう。）は、この条例の趣旨にのっとり、その保有する情

報のうち当該指定管理者が管理を行う公の施設に係るものの開示及び提供を行うため必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（平成二一条例三六・追加） 

（委任） 

第二十四条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が定める。 

（平成二一条例三六・旧第二十三条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十七年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の青森市情報公開条例（平成十六年青森市条

例第二号）又は浪岡町情報公開条例（平成十二年浪岡町条例第四号）の規定によりなされ

た処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

（市が設立した地方独立行政法人に関する経過措置） 

３ 市が設立した地方独立行政法人の成立の日前において、この条例の規定により、実施機

関が行った行政処分その他の行為又は実施機関に対して行った申請その他の行為のうち、

当該地方独立行政法人が行う業務に係るものは、当該地方独立行政法人が行った行政処分

その他の行為又は当該地方独立行政法人に対して行った申請その他の行為とみなす。 

（平成二一条例五・追加） 

附 則（平成一九年九月条例第四一号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 前号に掲げる規定以外の規定及び次項の規定 平成十九年十月一日 
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附 則（平成二一年三月条例第五号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成二一年一二月条例第三六号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十二年四月一日から施行する。 
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○青森市暴力団排除条例 

平成二十三年十二月二十二日 

条例第三十三号 

（目的） 

第一条 この条例は、暴力団が市民生活及び経済活動に介入し、暴力及びこれを背景とした

資金獲得活動によって市民及び地域社会に多大な脅威を与えている状況に鑑み、暴力団排

除に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、暴力団

排除のための措置等について必要な事項を定めることにより、暴力団排除の推進を図り、

もって市民生活の安全と平穏の確保及び本市経済の健全な発展に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号。

以下「法」という。）第二条第二号に規定する暴力団をいう。 

二 暴力団員 法第二条第六号に規定する暴力団員をいう。 

三 暴力団排除 市民生活又は事業活動に与える暴力団の影響を排除することをいう。 

（基本理念） 

第三条 暴力団排除は、市民生活の安全と平穏を確保し、及び本市経済が健全に発展する上

での課題であることを深く認識して、関係行政機関及び関係団体とともに、市、市民及び

事業者が連携して行われなければならない。 

（市の責務） 

第四条 市は、前条に定める暴力団排除についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、青森県との連携を図りながら、あらゆる施策を通じ、暴力団排除に努めなけ

ればならない。 

（市民の責務） 

第五条 市民は、基本理念にのっとり、暴力団排除のための活動に自主的に取り組む等暴力

団排除に積極的な役割を果たすよう努めるとともに、その生活に与える暴力団の影響に関

する情報を市に提供すること等により、市が実施する暴力団排除の取組に協力するよう努

めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、青少年の家族及び地域住民は、基本理念にのっとり、青少年
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に対し、暴力団に加入せず、及び暴力団員と交際しないようにするために必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たり、暴力団員による不

当な要求に応じない等暴力団排除のために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、その

事業活動に与える暴力団の影響に関する情報を市に提供すること等により、市が実施する

暴力団排除の取組に協力するよう努めなければならない。 

（市の事務及び事業からの暴力団の排除） 

第七条 市は、その事務又は事業の執行に伴って暴力団に利益を与えることとならないよう

にするために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、市が締結する売買、貸借、請負その他の契約において、当該契約の相手方（相手

方が法人の場合にあっては、その役員を含む。）又はその使用人について暴力団若しくは

暴力団員であること、又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係にある

ことが判明したとき、その他当該契約の履行によって暴力団の活動を助長し、又は暴力団

の運営に資することとなることが判明したときは当該契約を解除することができる旨を

定めるものとする。 

（相談の処理） 

第八条 市は、市民又は事業者からの暴力団排除に関する相談に応じ、その相談に係る事項

を解決するために必要な措置を講ずるものとする。 

（安全の確保） 

第九条 市は、暴力団排除のための活動に取り組んだこと等により暴力団員等から危害を加

えられるおそれがあると認められる者の安全を確保するため、警察署長に対し警察官によ

る保護を要請する等必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、祭礼、興行その他の公共の場所における行事への暴力団員の関与、青森刑務所か

らの出所者に対する暴力団員による出迎えその他暴力団員がその所属する暴力団の威力

を示して行う行為により、市民等に迷惑がかかり、又は危害が及ぶおそれがあると認める

ときは、警察署長に対し、市民等の安全及び平穏な生活を確保するための必要な措置を講

ずるよう要請するものとする。 

（啓発） 

第十条 市は、市民及び事業者の暴力団排除に関する関心と理解を深めるための啓発に必要

な措置を講ずるものとする。 
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（市民及び事業者への支援） 

第十一条 市は、市民及び事業者の暴力団排除に関する取組に対し、必要な助言及び協力そ

の他の支援措置を講ずるものとする。 

（行事からの暴力団の排除） 

第十二条 祭礼、興行その他の公共の場所における行事を主催する者は、当該行事の開催及

び運営に係る約款、規約その他の定めにおいて、次に掲げる事項を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

一 当該行事の開催及び運営に関し、暴力団員を利用しないこと、又は関与させないこと。 

二 暴力団員であることを知りながら、その者を当該行事に参加させないこと。 

三 暴力団員であることを知りながら、その者の露店、屋台その他これらに類する店を出

店させないこと。 

（委任） 

第十三条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○青森市中小企業振興基本条例 

平成二十四年六月二十七日 

条例第六十三号 

本市内に立地する企業は、中小企業が多数を占めており、それぞれの業種及び職種におい

て市内経済を根幹から支え、地域のまちづくりや雇用、災害時の助け合いなど、地域社会に

貢献するとともに、本市の発展に大きく寄与してきた。地域経済の活性化が企業の利益や所

得の増加を生み出すことにより、本市の租税収入の増加をもたらし、市民への多様な施策が

実施できるという好循環を生み出してきた。 

しかし、近年の国境を越えたグローバル経済の進展とそれに伴う競争の激化、社会構造を

変える急速な少子高齢化の進行など、経済を取り巻く環境は極めて厳しい状態に置かれ、中

小企業の活力の低下が懸念される。 

このような状況の下、自主自立の青森市を作り育て、本市経済の持続可能な発展のために

は、中小企業の意欲的で創造的な活動を支援することが不可欠である。この基本的な考え方

を推進するための基本方針等を明らかにし、本市経済の中核をなす中小企業が生き生きと躍

動する青森市を築くため、この条例を制定する。 

（目的） 

第一条 この条例は、本市経済における中小企業の役割の重要性に鑑み、中小企業の振興に

ついて基本理念を定め、及び市の責務等を明らかにするとともに、中小企業の振興に関す

る施策の基本となる事項を定めることにより、中小企業の振興に関する施策の総合的な推

進を図り、もって本市経済の健全な発展並びに本市における雇用の場の創出及び市民生活

の安定向上に寄与することを目的とする。 

（中小企業者の範囲） 

第二条 この条例において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五

十四号）第二条第一項各号に掲げる者であって、本市に事務所又は事業所を有するものを

いう。 

（基本理念） 

第三条 中小企業の振興は、中小企業者の自主的な努力と創意工夫を尊重して推進されなけ

ればならない。 

２ 中小企業の振興は、豊富な人材、多様な技術、豊かな自然その他の市内各地域が有する

資源の持続的な活用を図ることにより推進することに努めるものとする。 

（市の責務） 
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第四条 市は、この条例の基本理念にのっとり、中小企業の振興に関する施策を総合的に実

施しなければならない。 

２ 市は、中小企業の振興に関する施策を実施するに当たっては、国、関係地方公共団体、

中小企業者、中小企業に関する団体及び市民と協力し、効果的に実施するよう努めるもの

とする。 

３ 市は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適切な執行に留意しつ

つ、中小企業者の受注の機会の増大に努めるものとする。 

（中小企業者の努力） 

第五条 中小企業者は、経営の革新（中小企業基本法第二条第二項に規定する経営の革新を

いう。以下同じ。）、経営基盤の強化及び経済的社会的環境の変化への即応のために、自

主的に取り組むよう努めなければならない。 

２ 中小企業者は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものと

する。 

３ 中小企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、地域社会との調

和を図り、緊急災害への対応をはじめとして暮らしやすい地域社会の実現に貢献するよう

努めるものとする。 

（市民の理解及び協力） 

第六条 市民は、中小企業の振興が市民生活の安定向上において果たす役割の重要性を理解

し、中小企業の健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

（施策の基本方針） 

第七条 市は、中小企業の振興に関する施策の実施に当たっては、この条例の基本理念にの

っとり、次に掲げる事項を基本として行わなければならない。 

一 中小企業者の経営の革新及び経営基盤の強化を促進するための施策を推進すること。 

二 市が行う工事の発注、物品及び役務の調達等の対象を適切に分離し、又は分割するこ

と等により、中小企業者の受注機会の増大に努めること。 

三 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二第三項に規定する指

定管理者の選定に当たっては、予算の適正な執行並びに透明かつ公正な選定手続及び当

該公の施設の効果的な管理の確保に留意しつつ、中小企業者の参入機会の増大に努める

こと。 

四 中小企業者の経営の革新等のための自主的な取組、市の施策への協力、地域社会への

貢献の状況等を適切に評価し、積極的な活用に努めること。 
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五 中小企業の振興に関する市民の理解を深め、協力を促進するための施策を推進するこ

と。 

六 前各号に掲げる事項を基本とする施策を推進するために必要な財政上の措置を講ず

ること。 

（議会への報告） 

第八条 市長は、毎年度、中小企業の振興に関する施策の実施状況を議会に報告しなければ

ならない。 

（委任） 

第九条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第八条の規定は、平成二十四年度分の中小企業の振興に関する施策の実施状況に係る議

会への報告から適用する。 

 



 

青森市環境方針 

 

【基本理念】 

 

  青森市は、八甲田連峰、県民の森梵珠山、陸奥湾といった広大な自然にいだかれたまちです。 

私たちは、古来より、この豊かな自然から多くの恩恵を受け、恵まれた環境のもとで、発展して

きました。 

しかしながら、私たちが物質的に豊かになる一方で、様々な形で環境への負荷を与えるようにな

り、いつのまにか、人類の生存基盤である地球環境そのものを脅かすようになってきています。 

私たちのふるさとである青森市の恵み豊かな自然環境とともに、かけがえのない美しい地球を将

来世代に引き継いでいくことは、私たちに課せられた重要な責務です。 

このため、青森市役所は、人と自然が共生し、環境への負荷の少ない持続可能な都市「海と山に

いだかれた自然豊かな『緑と水と青空の青森市』」の実現に向け、環境マネジメントシステムにより、

市自らが率先して、継続的に環境の保全と改善に取り組みます。 

 

 

  【基本方針】 

 

１ 地球温暖化対策の推進 

新エネルギーや省エネルギー設備の積極的な導入などにより、温室効果ガス排出量の削減 

 に取り組みます。 

 

２ ３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）・省資源の推進 

循環型社会の形成に向け、廃棄物の発生抑制、資源の再使用や再資源化等に積極的に取り 

組みます。 

 

３ 環境法令等の遵守及び環境汚染の予防 

環境に関する法令や条例等を遵守するとともに、環境汚染の予防に努めます。 

 

４ 継続的な改善の実施 

環境目的・目標を定め、定期的な見直しを行うことにより、環境マネジメントシステムの 

継続的な改善を図ります。 

 

５ 職員への教育・研修の実施 

職員一人ひとりが環境方針を認識し、この方針に沿った活動を継続的に実施できるよう、 

教育・研修を行います。 

 

６ 環境方針及び活動結果の公表 

環境方針は内外に公表するとともに、環境マネジメントシステムに基づく活動結果を広く 

公表します。 

  

                                 平成２１年 ７月３１日 

 

                                  青 森 市 長 
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福祉避難所開設 
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 青森市の地域内に風水害、地震・津波により災害が発生し、または発生するおそれがあるため、

応急措置を講ずる必要があると認めるときに、市長が設置します。  

 災害の規模や状況に応じて、避難勧告及び指示等を発令します。 

 避難所を開設する必要があると認めるときは、施設の状況を確認のうえ、開設する避難所を決

定します。 

 

 

 災害対策本部からの命令を受け、避難所配置職員に従事を指示します。 

 避難所配置職員からの報告を受け、災害対策本部への避難所の状況報告や救護班の派遣・物

資の調達等の要請を行います。 

 災害対策本部からの連絡を受け、避難所に情報を提供します。 

 

 

 

  

連絡体制 

● 災害対策本部の役割 

● 福祉政策班の役割 

● 連絡体制関係図 
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 災害の危険性があり避難した住民等を災害の危険性がなくなるまで必要な期間滞在させるた

めの施設です。 

 災害により家に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させることを目的とした施設です。 

 在宅避難者（避難所に避難していなくても、生活物資の不足などにより避難者と同様に支援

の必要な方）の支援拠点・情報拠点となります。 

 

 

 

 洪水、土砂災害等の発生又は恐れがあり、市が避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告及び避

難指示を発令したとき。その他、避難所の開設が必要なとき。 

（雪害、火山災害、事故災害など） 

 

 

 災害発生区域を想定し、災害対策本部は、福祉政策班を通じて施設担当部に施設の状況確認

を依頼します。 

 各施設の状況確認の結果を踏まえ、災害対策本部は、開設する避難所を決定し、福祉政策班

に避難所開設を命令します。 

 

 

 福祉政策班から指示された避難所配置職員は、避難所の開設・運営に従事することになります。 

 

 

 ラジオなどからの情報収集に努めます。 

 避難所へ向かう際には、建物の倒壊、津波、川の氾濫、道路の冠水、土砂災害などを想定した

行動をとります。 

  

避難所とは 

避難所の定義 

● 避難所とは 

避難所の開設基準等（土砂・洪水災害等） 

● 避難所の開設基準 

● 避難所開設箇所 

● 避難所配置職員の派遣 

● 移動時の注意点 
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 気象庁より、陸奥湾沿岸に津波注意報、津波警報、大津波警報が発表されたとき。 

 停電、通信途絶等により津波警報等を適時に受けることができない状況において、強い揺れ

を感じた場合、あるいは、揺れは弱くとも１分程度以上の長い揺れを感じたとき。 

 

 

≪避難目標施設≫ 

 津波注意報等が発表された場合に開設される避難所は、原則、避難目標施設となります。 

※ 避難目標施設とは、青森市津波避難計画で定められている、津波の危険から緊急的に避難

するために目標となる施設です。 

 

≪避難目標施設以外の施設≫ 

 災害発生区域を想定し、災害対策本部は、福祉政策班を通じて施設担当部に施設の状況確認

を依頼します。 

 各施設の状況確認の結果を踏まえ、災害対策本部は、開設する避難所を決定し、福祉政策班

に避難所開設を命令します。 

 

 

 福祉政策班から指示された避難所配置職員は、避難所の開設・運営に従事することになります。 

 津波注意報等が勤務時間外に発表された場合は、あらかじめ指定された職員は、自ら得た津

波注意報等の情報により、担当避難所へ自主参集します。 

 

 

 津波の到達予定時間前であれば、無理に担当避難所へ向かわず、避難対象地域外（バッファ

ーゾーン※から山手）の最寄りの避難所で待機するなど、自分自身の安全確保を最優先します。 

 担当避難所周辺の被害が落ち着いた後に担当避難所に向い、施設の状況を報告した上で福祉

政策班の指示を受け行動します。 

 

*バッファーゾーン：浸水予測計算上は浸水しないが、予測の不確実性を考慮すると浸水の恐

れのある区域（津波・高潮ハザードマップマニュアルの概要【内閣府】） 

  

避難所の開設基準等（地震・津波） 

● 避難所の開設基準 

● 避難所開設箇所 

● 避難所配置職員の派遣 

● 移動時の注意点 
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 高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者など、避難生活において何らかの特別な配慮を要

する者で、介護保険施設や医療機関などに入所・入院するに至らない程度の在宅の要配慮者。 

 要配慮者の状態に応じて、要配慮者の介護にあたる最低限の家族等の支援者。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

福祉避難所 

 福祉避難所は、指定避難所（一次避難所）において、避難所生活が困難な高齢者や障害

のある人など、特別な配慮を必要とする方が避難するために開設される避難所です。 

 福祉避難所は、必要に応じて開設される二次避難所です。 

● 対象者 

● 福祉避難所開設の流れ 

① 指定避難所において、救護班（医師、保健師、看護師等）が要配慮者の状

態や支援者の有無等により福祉避難所への移送の必要を判断します。 

② 移送が必要と判断された場合、避難所配置職員は、移送が必要な方の情報

を福祉政策班へ報告します。 

③ 福祉政策班からの報告を受けた災害対策本部は、施設や周辺の被害状況、

移送が必要な方の身体状況や人数に応じ、福祉避難所の開設箇所を決定し、

要請します。 

④ 福祉避難所の受け入れ態勢が整い次第、避難所から対象者を移送します。 

協定を締結している福祉避難所が、開設以前に、当該施設において避難者を受け入れた

場合は、開設の要請前であっても福祉避難所を開設することとしており、福祉避難所か

ら災害対策本部に報告することになっています。 
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 福祉政策班から指示された避難所へ移動 

 津波注意報等の発表が勤務時間外の場合は、自ら得た津波注意報等により、担当避難所へ

自主参集 

 

 

 施設の開錠（施設管理者）  避難者・施設の状況確認 

 

 

○ 物資の調達・管理・配布 （Ｐ１３～Ｐ１５） 

 備蓄物資等の確認  物資の調達  物資の管理・配布 

○ レイアウトづくり （Ｐ１６～Ｐ１９） 

 初期レイアウトづくり  レイアウトの見直し  

○ 避難者の把握 （Ｐ２０～Ｐ２２） 

 避難者の受付  名簿の作成  入退所者の管理 

○ 避難者への対応 （Ｐ２３～Ｐ２６） 

 傷病者  要配慮者  避難行動要支援者  ペット連れ避難者 

○ 災害対策本部への報告 （Ｐ２７～Ｐ２８） 

 開設や状況の報告   

○ 各種情報の収集・整理・提供 （Ｐ２９） 

○ 長期化対策 （Ｐ３０～Ｐ３３） 

 救護班の巡回相談  避難所運営委員会の設置  ルールの掲示 

 

 

 集約・閉鎖の周知  後片付け  閉鎖の報告 

 

● 避難所配置職員の体制整備 （Ｐ９） 

● 施設の安全確認 （Ｐ１１～Ｐ１２） 

● 避難所の開設・運営 

● 避難所閉鎖 （Ｐ３４） 

災害発生～避難所開設・運営・撤収の流れ 

全体の流れ 

災害の発生 

災
害
発
生
直
後 

避
難
所
運
営 

長
期
間
避
難 
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施設職員と配置職員の役割は下表のとおり 

内容 施設職員 配置職員 

施設の開錠 ○  

避難所内の危険箇所の把握 ○ ○ 

ライフラインの状況確認 ○ ○ 

暖房設備の状況確認 ○ ○ 

通信手段の状況確認 ○ ○ 

施設の被害状況の報告 ○ ○ 

傷病者の応急手当 協議 協議 

避難者収容スペース・物資集積スペースの決定  ○ 

「避難所入口」等の表示  ○ 

「避難行動要支援者確認窓口」の表示  ○ 

避難者の誘導 協力 ○ 

避難者・要配慮者数の確認  ○ 

立入禁止区域の表示 ○ ○ 

発電機・投光機の設置 協力 ○ 

発電機の操作  ○ 

防災資機材等の設置 協力 ○ 

施設所有の物品の使用状況のチェック  ○ 

防災資機材等の使用状況のチェック  ○ 

福祉政策班への各種報告  ○ 

※施設職員には指定管理者職員を含みます。 

※上記項目以外の事項については、適宜、施設職員と協議します。 

 

 

  

各職員の役割 

避難所の設営については、基本的に配置職員（市職員）が中心となり行いますが、施設

の状況確認、備品の保管場所の確認や物資の運搬など様々な作業については、施設管理

者の協力を得ながら行います。 
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 ３人のうち１人は、避難所開設から８時間後に交代します。 

 ３人のうち１人は、避難所開設から１０時間後に交代します。 

 ３人のうち１人は、避難所開設から１２時間後に交代します。 

 交代で新たに配置となった職員は、前配置職員や引き続き配置となっている職員から避難所

の状況を確認します。 

※ 交代要員が不足する場合は、福祉政策班長から人事班長へ避難所配置職員の応援を要請します。 

 

 

 

 

 

  

避難所配置職員の体制整備 

 避難所配置職員の人数は、避難所１箇所あたり３人（責任者１人、補助者２人）を基準と

します。 

● 職員の交代ローテーション 

● 交代ローテーション例 

配置職員３名のうち１名は女性職員となるよう努めます。（交代後も同様） 

２名体制の場合も、１名は女性職員となるように努めます。 

１名体制の場合は、日中の時間帯は、女性職員が配置となる場合があります。 
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避難所開設・運営手順 
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 施設管理者が到着していない場合、グラウンド等に待機します。 

 

 

 施設が開錠している場合、施設管理者等の施設の安全確認を支援します。 

 施設が開錠していない場合、施設管理者到着後、施設管理者と協力し、施設の安全確認を行い

ます。 

 危険箇所は立ち入り禁止とし、貼り紙やロープ等で明示します。 

 トイレやライフライン（電気・上水道・ガス）、通信設備等の確認を行います。 

 

 

 施設が避難所として使用不可と判断された場合、福祉政策班を通じて災害対策本部からの指示を

受け、施設管理者等と協力し、避難者を近隣の安全な避難所へ誘導します。 

 避難者を収容し、避難所運営の準備が整ったら改めて、避難所開設の旨を報告します。 

 報告の方法は、Ｐ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

 

  

１ 避難所開設・運営 

１ 施設の安全確認 

 災害対策本部の指示を受け、福祉政策班が施設担当部を通じて、施設管理者に連絡し、施

設の安全確認、開錠を依頼します。 

 二次災害を防ぐため、施設の安全性が確認できるまでは、避難者に近くのグラウンドや指

定緊急避難場所などで待機してもらう場合があります。 

● 施設の開錠は施設管理者が行います。 

●  

● 施設管理者が避難所に到着したら、避難の状況や施設の状況を確認します。 

● 施設の安全確認の結果を福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 



12 

 

 

チェック項目は下記のとおりです。 

大項目 項目 ない ある 

建物周囲、全体 

周辺の建物、擁壁、塀及び地盤等の危険   

建物の大きな変形   

建物の傾きや沈下   

基礎、構造体 

鉄骨の骨組みの損壊や変形   

柱、梁の損壊や大きなひび割れ   

壁の大きなひび割れや亀裂   

建物の基礎の損壊や大きなひび割れ   

基礎と建物のずれ   

建物内 

屋根材の落下   

窓枠、窓ガラスの落下・散乱   

壁材の落下   

看板・機械類の転倒・落下   

天井、照明器具の落下   

その他（棚など）   

設備の安全 

火災や煙の発生   

水道やガスの配管の破損・変形・亀裂   

電気の漏電   

保管燃料の漏れ   

 

大項目 項目 
使用 

可 

使用 

不可 

設備の状況 

電気   

水道   

下水道   

電話   

FAX   

インターネット   

空調設備、ストーブ、扇風機等   

放送設備   
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① 備蓄物資等の確認 

 

 

 

 避難所の状況に応じて、資機材を活用します。 

 必要な物資・資機材の数量を確認し、保管場所を整理します。 

 

 

 避難者数が正確に分かるまでは、数量が足りるかどうかわかる程度の概算で把握します。 

 

 

 備蓄品以外に必要な物資・資機材と数量を正確に把握します。 

 

 

 災害直後は、必要最低限の要望の対応となります。 

 原則、「物資調達依頼票」を使用し、ＦＡＸで報告を行いますが、使用できない場合は適宜対

応します。 

 報告の方法は、Ｐ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

  

２ 物資の調達・管理・配布 

 避難所で必要な食料や物資の量を把握し、調達、管理、配布を実施します。 

● 備蓄されている物資と資機材の確認を行います。 

● 配布する物資の数量を確認します。 

● 備蓄以外に必要な物資と資機材の数量を確認します。 

● 「物資調達依頼票（様式 1）」を作成し、福祉政策班を通じて災害対策本部へ要請します。 
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② 物資の調達 

 

 

 

 「避難者入場時の受付簿」や「避難者名簿」で人数を確認し、必要な食料・物資の数量を把握

します。 

 粉ミルクやアレルギー対応食等の特定の食料は、「避難者名簿」のほか避難者から聴き取り

するなどして、必要数を把握します。 

 

 

 原則、「物資調達依頼票」を使用し、ＦＡＸで報告を行いますが、使用できない場合は適宜対

応します。 

 報告の方法は、Ｐ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

 避難者全員に食料や物資を配布するため、必要な物資の数量や種類を把握し、数量や種類

が不足する場合、災害対策本部に報告します。 

● 必要な食料・物資の数量を把握します。 

● 「物資調達依頼票（様式 1）」を作成し、福祉政策班を通じて災害対策本部へ要請します。 
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③ 物資の管理・配布 

 

 

 

 受け入れた物資の種類と数量及び払い出した物資の数量を「避難所物品受払簿」で管理します。 

 受け入れた物資は、場所を決めて保管します。 

 物資の受入作業（荷おろし、搬入等）は、避難者に協力を求めます。 

 

 

 食料・物資は避難者に公平に配布します。 

 物資が不足する場合は、要配慮者に優先的に配布します。 

 女性だけが使用する物資の配布は、女性を配置するなど配慮します。 

 各室（町会単位等の生活グループ）ごとにまとめて配布するなど、混雑を避けます。 

 在宅避難者には、避難所に受け取りに来てもらうよう周知します。 

 

 

 

  

 物資の支援が始まった場合、食料や物資の調達・管理・配布を継続して行います。 

● 「避難所物品受払簿（様式２）」に記載します。 

● 物資を配布します。 

物資の受け入れ時、荷降ろし、搬入の作業は、人員が必要となりますので、避難者に協

力をお願いします。 

食料は消費期限・賞味期限を確認し、保管方法に注意します。 
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① 初期レイアウトづくり 

 
 

 

 避難所開設当初は、使用・収容する最低限のスペースを割り振り、町会ごとにまとまっても

らいます。 

 

 

 段差の少ない場所やトイレに近い場所、出入りがしやすい通路に面したスペースを確保します。 

 スペースは、できるだけ壁に隣接して設置し、パーテーションなどで区切り外部から見えな

いよう工夫します。 

 

 

 避難所の入口付近に受付、情報掲示板を設置します。 

 物資保管場所を設けます。 

 

 

 立入禁止区域、危険箇所、使用除外施設等にはロープや貼り紙で明らかにします。 

 避難所入口、受付、居住スペース、要配慮者スペース等は掲示物等で表示します。 

  

３ レイアウトづくり 

 避難所を円滑に運営するため、施設管理者と協議し、居住スペースや共有スペースを決

め、避難者へ周知します。 

● 居住スペースを割り振ります。 

● 要配慮者スペースを確保します。 

● 共有スペースを割り振ります。 

● 各スペースの用途を明確にします。 
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避難所の大まかなレイアウトは、下記のようにします。 

 

 

 

 

 

  

● レイアウト例 

避難所開設当初は、使用・収容する最低限のスペースを割り振ります。 

受付には、机や「避難者入場時の受付簿（様式４）」、筆記用具等の避難者受け入れに

必要な物品を配置します。 

避難所の状況に応じて、レイアウトの見直しを行います。 

レイアウトの見直しは、Ｐ１８「避難所の運営レイアウトの見直し」を参照してくだ

さい。 
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② レイアウトの見直し 

 

 

 

 人や物の往来が円滑になるように、通路を設定します。 

 居住スペースは町会毎にまとめ、室（生活グループ）を編成します。 

 更衣室、トイレ、物干しスペースを男女別にするなど、プライバシーに配慮します。 

 要配慮者等のスペースはトイレが近い場所に設置するなどの配慮をします。 

 暖房など、季節特有の機器の配置も考慮します。 

 

＜共有空間例＞ 

下の表を参考に、対応できるものから順に確保します。 

チェ

ック 
スペース名称 設置場所  チェ

ック 
スペース名称 設置場所 

 居住スペース    更衣室（男性）  

 居住スペース    更衣室（女性）  

 居住スペース    洗濯場  

 居住スペース    物干場（男性）  

 運営本部（連絡所）    物干場（女性）  

 医務室    授乳室  

 情報機器設置場所    介護室  

 情報掲示場所    調理室  

 ごみ集積場所    給水室  

 仮設トイレ設置場所    緊急車両用駐車場  

 救援物資集積場所    喫煙場所  

 救援物資配付場所    ペットスペース  

 仮設電話設置場所    風呂  

 相談室      

  

 避難者・要配慮者の人数など避難状況に応じてレイアウトの調整を行います。 

 避難者の日常生活を保つために必要な機能を、共有スペースとして確保します。 

 避難者にかかわる情報は、掲示板などで避難者に周知します。 

● 避難者の共有スペースを整理します。 
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● レイアウトの見直し例（学校の体育館） 

● レイアウトの見直し例（集会所） 

活動しやすいように 

通路を設定 

高齢者、障がい者等の 

スペースは 

トイレが近い場所に配置 

情報が行き届くように 

見やすい場所に 

掲示板を配置 

必要に応じて間仕切りを設けるなど 

プライバシーに配慮 

高齢者、障がい者等のスペースは 

トイレが近い場所に配置 
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① 避難者の受付 

 
 

 

 最初は概ねの人数把握に努めます。 

 避難開始当初は、避難者のスペース確保を最優先し、受付は、現場がある程度落ち着いてか

ら、「避難者入場時の受付簿」を改めて記入してもらうなど、状況に応じた対応が必要です。 

 

 

 けが人・病人や要配慮者等は、早急に対応が必要な場合もありますので、呼びかけにより把

握します。 

 

 

 町会ごとにまとまってもらうよう周知します。 

 

 

 報告の方法は、Ｐ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

 

 

 名簿の作成は、Ｐ２１「名簿の作成」を参照してください。 

 

 

４ 避難者の把握 

 避難所に誰が避難しているのか避難者の状況を把握します。 

● 避難者に「避難者入場時の受付簿（様式４）」を記入してもらいます。 

● 受付簿の記入にあわせて、傷病者、要配慮者などの情報を確認します。 

● 避難者を居住スペースに誘導します。 

● 避難所の状況を福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 

● 避難者の名簿を作成します。 

「避難者入場時の受付簿」は、必要な支援を把握し、避難所運営の基礎資料となること

から、必ず記入するよう周知し、協力を求めます。 
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② 名簿の作成 

 

 

 

 避難所にとどまる人には、「避難者名簿」を記入し提出してもらいます。 

 帰宅するが食料等の支援が必要な場合（在宅避難者）も「避難者名簿」を記入し提出しても

らいます。 

 避難所に避難できず、支援が必要な在宅避難者については、町会長等からの申し出を受けて、

「避難者名簿」に記載します。 

 避難者名簿は１世帯で１枚記入してもらいます。 

 

 

 避難者と在宅避難者の名簿は分けて整理します。 

 避難者名簿は、各室（町会単位等の生活グループ）単位でまとめます。 

 在宅避難者確認簿は、物資を受け取りに来ることができる方とできない方を区別しまとめ

ます。 

 

 

 報告の方法はＰ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

 

 

  

 避難所での避難者の状況を把握します。 

※ 短期避難、避難者が少ない等、避難状況により作成しない場合があります。 

● 避難所が落ち着いたら、「避難者名簿（様式６）」を記入してもらいます。 

● 記入された「避難者名簿」を整理します。 

● 避難所の状況を福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 

「避難者入場時の受付簿」「避難者名簿」は、必要な支援を把握し、避難所運営の基礎

資料となることから、必ず記入するよう周知し、協力を求めます。 

在宅避難者の情報収集は、状況に応じ、町（内）会長、民生委員・児童委員等の協力

を得ながら、避難所周辺の巡回や安否確認等により行います。 
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③ 入退所者の管理 

 

 

 

 入所者に「避難者名簿」を記入してもらいます。 

 退所者には必ず申し出てもらい、退所したことを名簿に記載します。 

 退所者の「避難者名簿」は別に整理します。 

 

 

 支援が必要な在宅避難者に「避難者名簿」を記入してもらいます。 

 支援内容に変更がある場合、必ず申し出てもらい、変更内容を名簿に記載します。 

 

 

 報告の方法はＰ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

 

  

 避難者の把握を継続して行います。 

● 「避難者名簿（様式６）」で避難者の入退所を管理します。 

● 「避難者名簿（様式６）」で在宅避難者の状況を整理します。 

● 避難所の状況を福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 
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① 傷病者 

 

 

 

 避難者数の確認をする際などに、呼びかけ等により早急に把握します。 

 

 

 手当てを行った方は、その後の状況を確認します。 

 

 

 119番通報又は福祉政策班を通じて災害対策本部へ連絡し、救急車等の手配を行います。 

 避難所の施設名や住所、けが人や病人の状態を伝えます。 

 

  

５ 避難者への対応 

 災害で負傷した方や病気を抱えた方の状況に応じて適切な対応を行います。 

● けが人、病人など早急に対応が必要な方を把握します。 

● 避難所に救急用具がある場合、軽傷者の応急手当てを行います。 

● 対応が困難なけが人や病人がいる場合、医療機関へ搬送します。 
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② 要配慮者 

 

 

 

 避難者名簿等から、避難している要配慮者を把握します。 

 プライバシーに配慮しながら、聴き取り調査等により要配慮者の状況を把握します。 

 

 

 要配慮者本人及び家族等の意向を確認した上で、要配慮者スペースに誘導します。 

 要配慮者の状況を考慮し、利便性の高い部屋・場所を優先的に提供するよう配慮します。 

 

 

 避難所での生活の可否判断が困難な避難者がいる場合、福祉政策班を通じて救護班の派遣を

要請します。 

 

 

 救護班、施設管理者等と連携し、避難所に避難した要配慮者の状況等から福祉避難所への移

送の必要な方を把握します。 

 

 

 報告の方法は、Ｐ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

 

 

 福祉政策班を通じ災害対策本部からの福祉避難所開設の報告を受けた後に、対象者を福祉避

難所に移送します。 

 移送は、原則、対象者の支援者が行うことになりますが、困難な場合は、福祉政策班を通じて

災害対策本部と協議し移送を行います。 

 高齢者、障がい者、難病患者、傷病者、乳幼児、妊産婦、外国人等で、避難所生活におい

て何らかの特別な配慮を要する方（以下「要配慮者」という。）、女性、子どもは、特に配

慮し対応します。 

● 要配慮者の状況を把握します。 

● 要配慮者スペースに誘導します。 

● 救護班の派遣を災害対策本部に要請します。 

● 福祉避難所へ移送が必要な避難者の状況などをまとめます。 

● 福祉避難所に移送が必要な方の情報を、福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 

● 福祉避難所へ移送します。 
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③ 避難行動要支援者 

 

 

 

 避難所配置職員が持参する「避難行動要支援者名簿」の情報を活用し、町（内）会長、民生

委員・児童委員等の協力を得ながら、避難行動要支援者の避難状況を確認します。 

 あらかじめ個別計画に記載した避難所と異なる避難所へ避難した避難行動要支援者も併せ

て避難状況の把握に努めます。 

 

 

 報告の方法は、Ｐ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

 

 

 町（内）会長、民生委員・児童委員と協議の上、他の避難者の協力も得ながら、未確認者の自

宅等を訪ね、安否確認を行います。 

 自身の最大限の安全を確保した上で安否確認を行います。 

 

 

 報告の方法は、Ｐ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

 

 

 

  

 避難行動要支援者の避難状況を把握します。 

※ 避難行動要支援者：配慮者のうち、災害発生時の避難等に特に支援を要する方 

● 避難行動要支援者の状況を把握します。 

● 未確認者を有無を福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 

● 未確認者の安否確認を行います。 

● 未確認者の安否確認の結果を福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 

町（内）会長、民生委員・児童委員等には、事前に情報提供に同意した地域内の避難行

動要支援者の名簿や個別計画等を配布しています。 
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④ ペット連れ避難者 

 

 

 

 ペット連れ避難者の受付を行い、ペットの状況を把握します。 

 受け入れ可能なペットは犬・猫を想定し、その他のペットの受け入れは、福祉政策班を通じ

て災害対策本部と協議します。 

 

 

 避難者と区分するため、施設管理者と協議し、専用スペースを決定します。 

 専用スペースは、建物内にスペースを確保できない場合は、屋外にスペースを確保します。 

 身体障害者補助犬（盲導犬・介助犬・聴導犬）は、避難者と同じスペースに避難してもらいます。 

 

 

 ゲージに入れる、または、支柱につなぎ止める等して管理してもらいます。 

 ペット用の食糧等の物資は、原則、飼い主の責任のもとで確保します。 

 ペットの飼育と飼育場所の清掃は、飼い主の責任のもとで行うものとします。 

 

 

 報告の方法は、Ｐ２７「災害対策本部への報告」を参照してください。 

  

 ペットと一緒に避難する方については、避難所に入所する際に、ペットの対応について説

明し、理解を得ます。 

● ペットの状況を把握します。 

● ペット専用スペースを設けます。 

● 飼育のルールを決め、飼育者に徹底してもらいます。 

● ペットの収容状況を福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 
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＜報告方法＞ 

 

 

＜報告先＞ 

 

 

  

６ 災害対策本部への報告 

避難所の状況報告や物資の要請等は、以下の報告方法に従い、福祉政策班を通じて災害対

策本部へ行います。 

 各施設で使用可能な通信手段で行います。 

 報告の際の通信手段の使用優先順位は、①固定電話・FAX、②携帯電話、③電子メー

ル、④公衆電話、⑤防災無線とします。 

 施設に使用可能な通信手段がない場合は、配置職員の携帯電話等を使用するなどして

報告を行います。 

 報 告 先：福祉部福祉政策課 

 電 話 番 号：017-734-5313・5314・5315 

 防災携帯番号 ：090-6258-4911（福祉政策課長） 

090-1492-4347（福祉政策課総務企画ＴＬ） 

 F A X 番 号：017-734-3013 

 メールアドレス：kenko-fukushi@city.aomori.aomori.jp 
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① 開設や状況の報告 

 

 

■避難所到着時の報告 

 

 避難所の被害状況や避難者の概ねの人数を分かる範囲でまとめます。 

 

 

 避難所の開設準備が整ったら、「避難所状況報告書」を作成し、避難所開設状況等を電話・

FAX等で報告します。 

 

■避難者収容後の報告 

 

 把握している避難所の被害状況や避難者の人数をまとめます。 

 

 

 避難所開設後、１時間毎に「避難所状況報告書」を作成し、報告しますが、緊急時や極端

な状況変化があった場合、随時報告を行います。 

 避難所開設から２４時間が経過し、報告時間が２３時を超える場合は、緊急時を除き、避

難所配置職員の負担を軽減するため、夜間時の報告を省略し、翌朝の６時から１時間毎に

報告します。 

 「避難所状況報告書」を使用し、ＦＡＸで報告を行いますが、使用できない場合は適宜対応し

ます。 

 避難者数及び世帯数のみの報告の場合は電話で報告を行います。 

 「避難所の状況報告書」を基に「避難所状況報告書（日報）（様式５）」を作成します。 

 

  

 避難所での適切な支援のために、福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告や要請を行いま

す。 

● 避難所の被害状況や避難者の状況などをまとめます。 

● 「避難所状況報告書（様式３）」を作成し、福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 

● 避難所の被害状況や避難者の状況などをまとめます。 

● 「避難所状況報告書（様式３）」を作成し、福祉政策班を通じて災害対策本部へ報告します。 

要配慮者の状況、在宅避難者の状況、ペットの収容状況は、避難者の状況と併せて報告

します。 
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 避難所からの報告や要望は、福祉政策班から災害対策本部へ連絡し、必要があれば協議の結果を

福祉政策班が避難所に連絡します。 

 報告を行った様式は、種別ごとに整理しておきます。 

 

 

 掲示板は入口付近等、目に止まる場所に設置します。 

 避難者が確認しやすいよう、情報ごとに整理し、掲示します。 

 

 

 テレビやラジオが使用できる場合は、皆が見聞きできる場所に設置します。 

 

【情報提供項目】 

 

  

７ 各種情報の収集・整理・提供 

 災害対策本部との連絡を行います。 

 避難者への情報提供を行います。 

● 災害対策本部への報告や要望は、福祉政策班を通じて行います。 

● 避難所内の情報提供は、掲示板を用いて行います。 

● テレビやラジオを設置し、避難者に情報を提供します。 

避難所の被害状況 

立入禁止区域 

ライフライン（電気、上水道、ガス）の状況 

トイレ使用可能箇所と使用ルール 

火気使用の禁止 

食料、水、物資の配付時間と場所 

その他、避難者に必要な情報 
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 避難所の生活環境の整備や避難者の健康管理を行うため、福祉政策班を通じて、医師や保健

師、看護師等の救護班による巡回相談を要請します。 

 

 

 自主防災組織関係者、町（内）会、避難者等で構成します。 

 避難所内のルールの決定・変更を行い、避難者へ周知します。 

 避難者の要望・意見を取りまとめ、協議し対処します。 

 

＜避難所運営委員会 組織例＞ 

  

８ 長期化対策 

 避難生活での心身の疲労やストレスによる避難者の健康管理に注意します。 

 避難所生活が長期間に及ぶときは、避難者等で構成される「避難所運営委員会」を設置

し、自主的な運営体制が確立できるよう支援します。 

● 救護班による巡回相談を、福祉政策班を通じて災害対策本部へ要請します。 

● 避難所運営委員会を設置します。 
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避難所共通ルール（例） 

 

 

避難する方は、以下の避難所のルールを 

守るよう心がけてください。  

 

 

◆ 避難者は、世帯（家族）単位で受付を行ってください。 

◆ 避難所を退所するときは、受付又は庶務班まで連絡してください。 

◆ 居住スペースは土足禁止とし、脱いだ靴は各自で保管します。 

◆ 「立入禁止」「使用禁止」「利用上の注意」等の貼り紙の内容に従ってください。 

◆ ○○室は、避難所運営に使用しますので、避難スペースに使用できません。 

◆ 犬や猫などの動物は、○○にスペースを設けていますので、決められた場所で管理してください。 

◆ 食料や物資等は、混雑緩和のため世帯ごとに配布しますので、世帯の代表者が取りに来てくだ

さい。 

◆ 在宅避難者の物資等も避難所で配布するので、取りに来てください。 

◆ 粉ミルクや紙オムツが必要な方は、避難所運営委員会にお知らせください。 

◆ 食料や物資等は、原則として全員に公平に提供できるようになってから配付しますが、不足す

る場合は、子供、妊産婦、高齢者、障害者の方々などに優先して配付します。 

 

  

● 避難所のルールを掲示し、避難者に周知します。 
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避難所共通ルール（例） 

区分 内容 

生活時間 

◆ 起床時間：○○時○○分 

◆ 消灯時間：○○時○○分 

◆ 食事時間 朝食：○○時○○分 

昼食：○○時○○分 

夕食：○○時○○分 

◆ 運営会議：○○時○○分 

清掃 

◆ 世帯単位の割当スペースについては、原則として世帯ごとに責任を持っ

て清掃してください。 

◆ 世帯スペース間の通路など、各室（生活グループ）単位で共有する部分

については、互いに協力して清掃してください。 

◆ 避難所全体で使用する共用部分については、環境管理班の指示に従っ

て、避難者全員で協力して清掃してください。 

◆ トイレについては、使用ルールを厳守し、環境美化に努めてください 

洗濯 

◆ 洗濯は原則として、世帯単位で行ってください。 

◆ 物干場では、男女別で定めた場所に干してください。なお、洗濯物は原

則、男性場所は男性が、女性場所は女性が干してください。 

◆ 洗濯機や物干し場など、避難者全員で使用するものや場所については、

長時間の占用を避け、他人の迷惑にならないようにしてください。 

ごみ処理 

◆ 世帯ごとに発生したごみは、原則として、それぞれの世帯が共有のごみ

捨て場に搬入してください。 

◆ ごみの分別を行ってください。 

◆ 共同作業で発生したごみは、作業を担当した人が責任をもって捨てま

す。 

プライバシーの保護 

◆ 居住スペース及び世帯スペースは、一般の「家」と同様に、みだりに立

ち入ったり覗いたりしないようにしてください。 

◆ 居住スペースでの個人のテレビ・ラジオは、周囲の迷惑になる可能性が

あるため、使用する場合には、イヤホンを使用してください。 

◆ 携帯電話は、居住スペースではマナーモードにし、特に夜間は居室内で

の使用は控えてください。 

◆ 授乳室を○○○に設置しておりますので活用してください。なお、授乳

室については、男性の立入りを禁止します。 
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火気使用のルール（例） 

 

◆ 避難所で火気を使用するスペースは原則として○○部屋と屋外の○○とします。 

◆ 居住スペースでの火気の使用は行わないでください。 

◆ 夜間（○○時以降）は、避難所内で火気を使用しないでください。使用する必要がある場合は、

庶務班に申し出てください。 

◆ 居住スペースで使用するストーブは、各室（生活グループ）で責任を持って管理してください。

燃料を補給する際は、食糧物資班に申し出てください。 

◆ ストーブの周りには、燃えるものを置かないでください。 

◆ 避難所内は禁煙です。○○を喫煙スペースとしていますので、喫煙はそこでお願いします。なお、

きちんと消火し吸殻入れに捨ててください。ポイ捨ては絶対に行わないでください。 

 

 

夜間の警備体制について（例） 

 

◆ 夜間は共有部分は消灯せず、○○時に居住スペースのみ消灯します。 

◆ 夜間は不審者の侵入を防止するために、○○の入口と○○の入口以外を施錠します。 

◆ 夜間は、避難所受付に当直者を配置し、防火防犯のために避難所内の巡回を行いますので、緊急

時や何かあった際には、一声かけてください。 

◆ 当直は交代制で行います。 
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 避難所の集約が決定した場合、移動の日時、荷物の搬送等について避難者に周知します。 

 避難所の閉鎖が決定した場合、閉鎖時期、撤収準備等について避難者に周知します。 

 

 

 避難者と協力し、施設内外の後片付けや清掃を行い、避難所として使用する前の状態に戻します。 

 使用した資機材は、保管場所へ移動します。 

 市からの貸与物品等は、施設管理者と協議し、一時保管場所へ移動します。 

 

 

 施設管理者立会いのもと施設最終点検を行い、施設の原状復旧が行えていることを確認し、

避難所を閉鎖します。 

 避難所閉鎖後、備蓄物資の残数を電話により報告します。 

 

 

 

２ 避難所閉鎖 

 災害対策本部が避難所の閉鎖・集約を決定し、福祉政策班を通じて指示します。 

 避難所の閉鎖・集約が決定した場合、施設の整理や清掃を行い、避難所として使用する前

の状態に戻し、閉鎖します。 

● 避難所の集約や閉鎖を避難者に周知します。 

● 避難所の後片付けを行います。 

● 「避難所状況報告書（様式３）」を記入し、避難所の閉鎖を福祉政策班を通じて災害対策本

部へ報告します。 

避難者の私物及び支給済みの物品は、避難者が持ち帰ることを周知します。 

帰宅困難者がいる場合は、福祉政策班を通じ災害対策本部に報告します。 
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